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ご　挨　拶

　ＪＡグループ高知では、本県における人口減少・少子高齢化、これに伴う農家戸数や耕作面

積の減少などに対し、10年以上前より農業を安定的に継続していくための様々な自己改革に

取り組んできました。

　平成20年６月には、将来の農家数や農地面積、主要品目別の生産目標値等を示した「10年

後の農業像」を策定し、現在は平成29年度の改定版に基づき実践しているところです。

　また、平成21年11月より組織再編を通じた機能強化の検討を開始し、平成24年12月には

高知県１ＪＡ合併構想研究協議会を発足。その後、統合協議会での検討を経て、平成31年１

月に県内12ＪＡと連合会機能の一部を統合してＪＡ高知県が誕生しております。

　さらには、平成30年９月に開催した自己改革推進大会（第34回高知県ＪＡ大会）では、平成

27年度から掲げる「農業者の所得増大」「農業生産の拡大」「地域の活性化」の３つの目標に

今後も取り組むこととし、「食と農を基軸とした協同組合」に向け、これまで以上に地域の農業と

暮らしになくてはならない存在になることを決議いたしました。

　こうした全体方針のもと、当活動報告書は、隔月・第４日曜日に高知新聞で掲載しております

「ＪＡグループ高知　みどりの広場」（平成30年2月分より）および本県で発行いたしました日本

農業新聞タブロイド判の記事を中心に、県内各ＪＡと組合員が一緒になり取り組んできた農業

振興や地域活性化に関する自己改革の取り組みをご紹介するものです。

　個々の取り組みにおいては、今後さらに力を入れていくべきものもございますが、組合員および

地域の皆様の声をいただきながら、改革の成果を大きなものへ発展させたいと考えております。

　自己改革に終わりはありません。今後もＪＡグループ高知は、様々な改革に挑戦していきます

ので、ご支援のほど、どうぞよろしくお願いいたします。

高知県農業協同組合中央会
代表理事会長　　久岡　隆
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2018年2月18日（日）掲載  取り組み進む「自己改革」  ◆ＪＡグループ高知

2018年4月22日（日）掲載  ニラ生産部「ニラそぐり」機械化  ◆ＪＡコスモス

2018年6月24日（日）掲載  育て！新規就農者  ◆ＪＡ土佐あき

2018年8月26日（日）掲載  地域活性化担う女性組織  ◆ＪＡ高知女性組織協議会

2018年10月28日（日）掲載  准組合員は“農業の応援団”  ◆ＪＡ土佐くろしお・ＪＡコスモス

2018年12月23日（日）掲載  来月「ＪＡ高知県」発足  ◆ＪＡ高知県

2019年2月24日（日）掲載  農家のため地域のため JA高知県武政盛博組合長に聞く  ◆ＪＡ高知県

2019年4月28日（日）掲載  農業の労働力不足解消を  ◆ＪＡ高知県 安芸地区・幡多地区

2019年6月23日（日）掲載  中山間支える移動購買車  ◆ＪＡ高知県 土長地区・香美地区

2019年8月25日（日）掲載  荒廃から水田守る「土佐くろしお村村営みのり」  ◆ＪＡ土佐くろしお
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　ＪＡは、組合員のニーズに基づき農業を通じてさまざまな事業や活動を行う組織です。地域
に根差したサービスを総合事業として実施し、農業振興・地域の活性化に取り組んでいます。
ＪＡグループ高知は、農業や地域を取り巻く環境変化に対応していくよう「持続可能な農業の
実現」「豊かでくらしやすい地域社会の実現」「食と農を基軸として地域に根ざした協同組合
の確立」を目指す姿として定め「自己改革」の取り組みを進めています。

取り組み進む「自己改革」
ＪＡグループ高知

高知新聞2018年2月18日 掲載

過疎化／高齢化／放棄地増／伸び悩む所得
農業・地域の課題解消へ
●自己改革とは
　高知県は、温暖な気候条件を生かして古くから施設
園芸が盛んに行われており、「園芸王国」と呼ばれてい
ます。ナスやピーマン、ショウガなどの出荷量は全国
トップクラスを誇っています。
　しかし、近年、本県の農業を取り巻く状況は深刻化
しています。１９９５（平成７）年～２０１５（同２７）年
の２０年間で、農業就業人口は約２・５万人減少、農業
者人口に占める６５歳以上の割合は４２％から５９％
に増加しており、高齢化の一途をたどっています。
　また、１９９５年～２０１５年の２０年間で、耕地面
積は約５,７７０ヘクタール減少している一方、耕作放
棄地は約１,３５９ヘクタール増加しています。
　農産物販売価格は近年の天候不順等の影響により不安定である中、生
産資材価格は上昇しているため、農業者の所得は伸び悩んでいます。
　また、本県では「中山間地域の過疎化」が深刻な問題となっています。本
県全体の面積に占める中山間地域の割合は約９３％。中山間地域の人口
は、１９６０（昭和３５）年～２０１０（平成２２）年の５０年間で約２０万人
減少しており、過疎化の進む集落では日常生活に欠かせない生活物資の
確保が困難になるなど生活インフラに支障を来しています。
　このままでは、高知県の農業を安定的に継続していくことが厳しくなり、
産地の維持も難しくなることが懸念されます。
　このため、ＪＡグループ高知では（１）「持続可能な農業の実現」（２）「豊
かでくらしやすい地域社会の実現」（３）「食と農を基軸として地域に根ざし
た協同組合の確立」̶ を目指す姿として定め、「農業者の所得増大・農業
生産の拡大」「地域の活性化」を重点実施分野として定め自己改革に取り
組んでいます。

新ＪＡ、新直販所も誕生
組合員への支援拡充
●「私たちの取り組み」
　ＪＡグループ高知は、農業者と地域の人々の
豊かな暮らしを実現するため、さまざまな取り組
みを行っています。
　近年では、本県農業の将来を見据え、「１０年
後の高知県農業像」を策定し、ハウス内環境を
コントロールし、増収や品質向上を図る「環境制
御技術導入の促進」や「低コスト技術・資材の普
及」「新規就農者対策の強化」「ＪＡ出資法人の
設立による担い手の育成」など県内農業の振興
に力を入れています。
　今後さらに自己改革の取り組みを強化させる
ため、全国のＪＡ組織と連携して資金を出し合
い、総額６億円を基にした本県独自の助成事業を１６
（同２８）年から開始しています。この取り組みでは、一
定の要件を満たした新規就農者を対象に一律１０万
円を助成する「新規就農支援事業」など、全部で１１
事業を展開しており、県内農業者を支えています。
　また、地域の活性化に向け、小学生を対象に、出前
授業やあぐりキッズスクールなどの「食と農」を次世代
へつなげる食農教育活動や、女性を対象とした明るく
豊かな生活づくりに向けた「女性大学」などが各地域
で開催されています。
　ＪＡはその他にも、地域にある多数の拠点を活用し
た総合事業（信用、共済、購買、販売事業など）を通じ
たサービスを提供することで地域の生活インフラの一
翼を担っています。
●将来見据えて
　さらにＪＡグループ高知は将来を見据え、大きな自
己改革に取り組もうとしています。

　１９（同３１）年１月に県内１２ＪＡが一つとなり新
たな組織「ＪＡ高知県」が発足します。各ＪＡの地区
の枠を超えて総力を結集させることで、さらなる農業
振興・地域の活性化に注力していきます。
　また、「ＪＡ高知県」発足と同年に全国最大級の直
販所が高知市内に誕生します。県内企業とも連携し、
農業だけでなく水産業や食品加工業、観光の発信拠
点となることを目指します。
　土地に密着して農業と生活を営む農家の課題は、
本県農業の課題のみならず、地域の課題であり、そこ
に暮らす人々の課題でもあると私たちは認識してい
ます。
　ＪＡは、自己改革のさまざまな取り組みを通して、
組合員、地域の皆さまと「もっともっと、もっと一緒」に
なって農業振興を基本に高知の豊かな暮らしに貢
献したいと考えています。

　今後の「みどりの広場」では、ＪＡグループ高
知の自己改革の取り組みを伝えるため、図のよ
うなロゴを付けて情報発信をしていきます。赤い
手は「農家」、緑の手は「ＪＡ」をイメージし、共に
高知県の農業を発展させていくことを表してい
ます。これからの掲載もご注目ください。
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　高知県は全国有数のニラの産地である。ニラは「そぐり」という不要な葉を取り除く収穫後
の調製作業なくしては商品化することができない。しかし、現場ではそぐり手の高齢化による
減少が深刻な問題となっている。この危機的な状況を打開するためにニラの「そぐり・計量結
束センター」を建設したＪＡコスモス（本所＝高岡郡佐川町甲）の自己改革を取材した。

ニラ生産部「ニラそぐり」機械化
ＪＡコスモス（現JA高知県仁淀川地区）

高知新聞2018年4月22日 掲載

深刻な人手不足解消へ
●高齢化で減少
　高知県産のニラは、全国の出荷量の４分の１を占め
日本一の生産量を誇る。ところが近年、高齢化により収
穫の後工程である「そぐり」作業の担い手不足が深刻化
し、出荷量に影響を及ぼすほどの状況に陥っている。
　ＪＡコスモスの管内には、佐川町、越知町、仁淀川
町、いの町に計４１戸のニラ生産者がおり、年間約６０
０トンを出荷している。
　ニラは刈り取った後に、外側の硬い葉や茶色く変色
した葉を取り除いて整える「そぐり」という調製作業を
行い、中心のきれいな葉だけの状態にして一定量に結
束し、袋詰めして出荷する。
　ニラの生産者は個々に作業場を構え、家族や近隣

の人を雇用してそぐり作業を行っており、生産規模が
大きくなればなるほど人手が必要となる。
　しかし、１０年ほど前から高齢化により「そぐり手」が
減少し、そぐり作業が追い付かなくなってきた。収穫を
先延ばしにすると虫や病気が発生し、品質が低下して
出荷ができなくなる。せっかく育てたニラは「刈り捨て」
となり、収入には結び付かない。
　近隣でそぐり手を確保できない場合は、隣町まで運
んで作業を委託することもあるが、車で搬送する時間
も大きな負担となる。
　ニラを生産して２４年の同ＪＡニラ生産部の田村和
弘部長（４９）は「この５、６年で事態はかなり深刻とな
り、危機感を持った」と話す。
　作付面積の拡大を行ってきたが、そぐり作業に合わ

せて生産量を調製したり、そぐり手の確保や作業の委
託・回収にかなりの時間と労力を費やすこととなった。
ニラの需要が順調に伸びる中、そぐり手不足は規模の
拡大や新規就農に暗い影を落としていると痛感した。

「刈り捨て」減り出荷量増
●「利用料」で雇用
　ニラは施設栽培なら通年収穫できる上、価格も比較
的安定していることから、新規就農として取り組みや
すい作物だ。しかし、新たに生産を始めても、そぐり手
がいなければ出荷ができない。ＩターンやＵターンな
ど、近くに知り合いがいない場合はそぐり手の確保は
さらに困難で、新規就農を阻む要因にもなっている。
　２０１５（平成２７）年、ニラ産地としてそぐり手不足
の状況を打開するために、ニラ生産部とＪＡコスモス
はニラ調製作業の機械化に向けて動き始めた。
　１３（同２５）年に県内のＪＡで初めてそぐり機およ
び計量結束機を導入した「ＪＡ高知はた」を３回にわ
たって視察し、生産者に利用の意向について
調査を行い、事業計画を策定した。
　その後の動きも迅速で、ＪＡグループ高知
が連携して取り組む「県域担い手サポート連
絡協議会」の支援および国、佐川町からの補
助金の助成を受け、わずか１年８カ月後の１７
（同２９）年３月に「ニラそぐり洗浄機」２台、
「計量・結束機」１台を導入した「そぐり・計量
結束センター」の完成にこぎ着けた。
　佐川町永野の同センターは２階建てで、２
階でそぐり、計量、結束を行い、１階で袋詰
め、箱詰めを行って出荷する。
　生産者は刈り取ったニラをコンテナに入れ
て持ち込み、調製・結束してもらったニラの出
来高に応じて「利用料」を支払い、その利用料
をＪＡが預かって従業員を雇用する仕組みと

なっている。個人でそぐり・結束を行う場合は、１階の
小袋包装・梱包（こんぽう）作業を委託する。
　同センターの利用割合は生産者によって異なるが、
センター稼働後はそぐり手不足の問題が緩和され、全
体の出荷量は５％ほどアップした。
　当初の計画では１１人の生産者が利用を希望して
いたが、そぐり手の休職や退職により、それ以外の生
産者の利用も出始めている。これまで刈り捨てとして
廃棄せざるを得なかったニラを出荷する受け皿とし
て、大きな役割を果たしている。
　新規就農者にとっては、そぐり手確保や設備投資の
負担が軽減されるため当初から全量持ち込みを推奨
しているという。
●産地の維持拡大へ
　田村部長は「これで生産者はニラ作りに専念でき
る」。炭酸ガスや発光ダイオード（ＬＥＤ）照明設備など
県が進める環境制御技術の導入により、 収量アップ
が見込まれるニラは、ギョウザなどの加工用としても需
要が伸びており「各生産者が収量を上げる工夫をし、
品質を上げる努力をする方向に向くことが、産地の維
持拡大につながる」とこれからを展望する。
　センターでは、１時間に約１００キロの処理が可能
だが、今後はさらに受け入れが増える見込みであるこ
とから、作業効率の向上を目指している。オペレーショ
ンの工夫と、オペレーターの作業習熟度の向上によっ
て、さらに多くのニラを処理できると考えている。
　「作業効率が上がり、より多くのニラを精度よく処理
できるようになれば賃料を安く抑えることができ、農家
の収入が増える」と田村部長。明るい未来に向けて新
たな挑戦が始まっている。

ニラを束ねる結束作業も機械化で効率的に行う収穫後のニラを水圧を利用した「そぐり機」に流し込み＝写真奥＝さらに人の手できれいに整える（佐川町永野の「そぐり・計量結束センター」）

収穫したままのニラ＝左＝と
「そぐり機」を通しきれいに整えたニラ
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　ＪＡ自己改革の基本目標の一つである「農業生産の拡大」を実現するため、ＪＡグループで
は農業生産基盤の維持・拡大に向けた新規就農者の育成・確保に力を入れている。安芸市で
は、ＪＡ土佐あきが中心となり、県の農業振興センターや同市の農林課、農業共済組合などと
連携して「安芸市担い手支援協議会」を設立。密に連携し、県内外からの新規就農者の育成・
確保に向けてさまざまな取り組みを行っている。

育て！新規就農者
ＪＡ土佐あき（現JA高知県安芸地区）

高知新聞2018年6月24日 掲載

県、市などと連携
●充実の体制
　農業従事者の高齢化により離農が進む中、農業を
持続・発展させるために新規就農者の確保・育成が急
務となっている。
　安芸市では生産農家を増やすべくいち早く準備を
進め、２００６年３月に「安芸市担い手支援協議会」を
発足した。
　農業の初歩的な知識と技術を身に付け、実践を積
んで独立する就農支援のプログラムを作り、ＪＡ土佐
あき、ＪＡ園芸研究会、同市、同市農業委員会、安芸農
業振興センターで構成するサポートチームが巡回指
導を行って、栽培技術はもちろん、農地取得や設備投
資などについてもアドバイスを行い、きめ細かく支援し
ている。

　同市は施設園芸が盛んで、環境制御技術の導入も
進んでいる。ＪＡ土佐あきは、２０１４年頃から県の補
助事業を活用し、ＪＡ営農指導員らを中心に環境制御
技術の普及を図った。その結果、反収増および農業所
得の向上の成果も表れている。これらの成果は、新規
就農希望者を確保する上で大きなアドバンテージと
なっている。
　新規就農希望者たちに「魅力ある安芸の農業」を発
信するため、協議会は積極的に就農相談会へ出向い
て説明するとともに、より理解を深めるための１泊２日
の農業体験ツアーも実施している。ツアーではハウス
の見学や収穫体験、研修生や生産者との意見交換
会、懇親会などを行っている。
　実際に同市での就農を希望する人には面談を行
い、研修から独立までのプロセスや必要な資金、自立

後の生活設計などについて説明し、理解と同意を得た
上で１～２年間の就農研修をスタートする。
　県外からの希望者については、市などが空き家情
報を提供する「空き家バンク」を活用するなど、移住促
進プログラムとの連携も密に行っている。

研修～独立まで きめ細かな支援成果
●プロに弟子入り
　研修を行うのは同市内の受け入れ農家と、ＪＡ土佐
あきの出資法人「アグリード土佐あき」。“農業のプロ”
に弟子入りする形で、農業の基礎を学んでいく。
　整枝や水やり、病気や生育状況のチェックなど日々
の仕事をしつつ、生産者と一緒に研究会に出向いて
栽培技術を学ぶ。農業は助け合ったり学び合ったりす
る仲間の存在が大きく、人とのつながりをつくることも
就農のための大切な一歩である。
　「アグリード土佐あき」は、担い手不足や増加する耕
作放棄地の課題を解決し、農業生産を向上させること
を目的に、１５年１０月に設立された。
　２３アールの研修用ハウスでは、１年半ほど前から
有澤彰悟さん（３２）が有光大専務の指導の下、ナス
作りを学んでいる。以前は市役所の臨時職員をしてい
たが、３０歳になるのを機に就農を決意。実家がナス
農家で農業になじみはあったものの「知らないことば
かりだった」という。
　少しずつ仕事を覚えてきてはいるが、同じことをして
もいつも同じ結果が得られるわけではない農業の難し
さを感じているそうだ。「その分、収穫できたときの喜び
は大きい」と話す。
●農業基盤の強化へ
　師匠に付いて学んだ後は、サポートハウスに移り、す
べての責任を自分で負って作物を作る。サポートハウ

スは、ＪＡ土佐あきが２棟、同市が４棟所有しており、
土作りから定植、出荷までを１人で行う。利用期限は
おおむね２年で、その間に農地を探したり、ハウス建設
の準備を進めたり、自立に備える。
　島田之慎（よしのり）さん（３０）は、サポートハウスで
のトライアルを終え、今年８月から自分のハウスを持
ち、自営農家となる。サラリーマンから転職するに当た
り不安もあったが、段階的に知識と技術を身に付ける
プログラムがあったこと、サポートチームが寄り添い背
中を後押ししてくれたことが良かったという。
　サポートチームはサポートハウスを月に１回巡回し、
農業経営が軌道に乗るよう支援しており、今後も頼り
になる存在だと話す。
　これらの同市全体での熱心な取り組みは実績を上
げており、県外からのＩターンを含め７年間で約２０人
が研修終了後に就農した。昨年１０月に高知県で開催
された「第２０回全国農業担い手サミット」でも注目を
集めた。
　ＪＡグループ高知では、新規就農者の研修先となる
受け入れ農家やＪＡ出資法人への助成を行う「担い
手育成支援事業」、新規就農者への助成を行う「新規
就農支援事業」など、独自の支援制度を設けて後継者
育成に力を入れている。農業基盤の強化に向け、安芸
市での取り組みがＪＡ土佐あき管内全域に、さらには
県内に広がっていくことが期待されている。

ＪＡ営農指導員から技術指導を受ける有澤彰悟さん＝右＝と島田之慎さん（安芸市土居） 就農研修生を対象にした勉強会（２０１６年９月、ＪＡ土佐あき本所）
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就農相談会へも参加し「魅力ある安芸の農業」を発信する
（２０１７年１０月、広島県広島市）
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　ＪＡグループ高知では、自己改革の基本目標の一つ「地域の活性化」の達成に向けてさまざ
まな活動を行っている。中でも、地域の女性らで構成される「ＪＡ女性組織」は、生活文化活動
をはじめ、食農教育や高齢者福祉活動、地域の環境保全や美化などに積極的に取り組んでい
る。ＪＡ高知女性組織協議会会長であり、２０１７（平成２９）年からＪＡ全国女性組織協議会
会長も務める川井由紀さんに話を聞いた。

地域活性化担う女性組織
JA高知女性組織協議会

高知新聞2018年8月26日 掲載

ＪＡ全国女性協　川井由紀会長に聞く
「食」と「農」基軸に
●女性の地位向上
̶̶ＪＡ女性組織の成り立ち、目的について教えて
　　ください。
川井　かつて女性は単なる農家の労働力として扱わ
れ、低い地位に甘んじていた時代がありました。戦後、
農協法によって「農業協同組合」が全国各地に誕生し
ましたがまもなく経営不振に陥り、女性たちの力を結
集して乗り越えるため、１９４８（昭和２３）年ごろ農協
婦人部が各地に発足しました。
　女性たちは生活必需品の共同購入により資金を捻
出しました。同時に、台所の改善、集団検診などにより
生活環境を改善し、女性の地位向上を目指して活動
するようになりました。農産物を自給して生活を支え、
やがてそれが良心市や直販所での販売につながり、
料理教室の開催や加工品の製造・販売も展開しまし
た。
̶̶戦後すぐからの活動なんですね。
川井　１９９５（平成７）年にＪＡ女性組織へと名称を
変更し、現在は全国で約５７万人の会員がいます。Ａ
コープオリジナルの「ほめられ酢」の商品開発、米の消
費を拡大するための「ニコ・ニコおむすび大作戦」の実
施など、全国各地で女性たちが大いに活躍しています。
●「旬の食材」活用
̶̶高知県内では、どのような活動を行っていますか？
川井　県内の１５ＪＡのうち１４ＪＡに「女性部」があ
り、このうち１１ＪＡの女性部がＪＡ高知女性組織協議
会に加盟しており６,４５５人の部員がいます。「食」と
「農」を基軸にした活動を中心に、非常に幅広く活動し
ています。旬の食材をおいしく食べるために、昔ながら

の料理を伝承するとともに、さまざまな新しいレシピを
開発し、食のイベントで力作を披露しています。ＪＡ高
知市の「一日だけ農家レストラン」、ＪＡ四万十の「とき
めきビアホール」、ＪＡ南国市の「南国のおきゃく」など
地域でのイベントも盛んで、どこも素晴らしい料理が
並びます。
　また、「ＪＡふるさと感謝祭」では、各ＪＡの女性部自
慢の加工品や料理が登場し、大勢のお客さまに楽しん
でいただいています。おととしには、女性部のレシピを

まとめた「うちでごはん」をＪＡ高知女性組織協議会で
出版し、ご好評いただいています。

若い人への広がり期待
●地域・時代に合う
̶̶その他、地域や時代に合った活動をされている
　　ようですが。
川井　高齢化が進む地域では、高齢者の見守り活動
やミニデイサービスを行っているところもたくさんあり
ます。ＪＡ南国市女性部大篠支部では、今年から月に
１回「子ども食堂」を開いており、ＪＡ女性部が単独で
主宰するのは全国でも初の試みです。
　また、ＪＡ土佐れいほくでは、女性たちを守る「高知
県女性相談支援センター」への食材提供を年に１回
行っています。最初は段ボール箱１個分から始まり、
今では車１台分の物資が集まります。
̶̶防災活動にも取り組んでいらっしゃるそうですね。
川井　３年ほど前から防災学習に一段と力を入れて
います。大雨、暴風雨、地震、津波、雪や寒波など、自然
がもたらす被害はさまざまです。いつどこで災害に遭う
か分かりませんが、「これを知っていればなんとかな
る！」という気持ちが大事で、それが助け合いの大きな
力になります。
　例えば、新聞スリッパを作る、ポリ袋でご飯やおかず
を煮炊きする、いろいろな鍋でご飯を炊いてみる、段
ボールでトイレを作るなど、実際に体験しておくことが
いざというときに役立ちます。先日は、避難所で支給さ
れる毛布を、ひも１本でガウンのように着用する方法を
学びました。両手が使えるようになるので作業性が増
します。

●「農業の応援団」を
̶̶今後の活動について教えてください。
川井　前身の「全国農協婦人団体連絡協議会」が結
成されたのが１９５１（昭和２６）年で、３年後には７０
周年を迎える歴史ある組織です。脈 と々続いてきた活
動をさらに充実させつつ、次の世代に引き継いでいか
なくてはなりません。
　４５歳以下の若い世代には、「フレッシュミズ」という
組織があります。先日、県内６ＪＡが合同で「かかしづ
くり」を行い、２５人の若い女性が参加してくれました。
ぜひ若い人たちに活動が広がり、地域参画が増えるこ
とを願っています。
　また、ＪＡ高知女性組織協議会では、「生涯現役＋１
（プラスワン）」運動を進めています。何歳になっても、
学び合いながら楽しく活動するとともに、一人でも多く
の人に女性組織の活動を伝え、仲間を増やしていこう
というものです。地域のつながりが薄れている今、とて
も大事な使命だと思っています。
　農業を営んでいる正組合員、非農家の准組合員の
ほか、組合員でなくても女性部に入ることができます。
若い人はもちろん、仕事を離れてリタイアした人や地
域に新しく仲間入りした人など、ぜひ女性組織に入っ
て一緒に活動してほしいですね。
̶̶最後に、女性組織への思いをお聞かせください。
川井　人が生きていくための食を賄う農業、国土を守
り環境を守るための農業は不可欠です。皆さんといろ
いろな活動をしてきましたが、人の暮らしを守り、地域
を支えるためにも「本物の農業」を伝えていきたいと思
います。女性部の活動を通じて、「農業の応援団」をつ
くっていけたらいいなと考えています。

かわい・ゆき　土佐郡土佐町生まれ。２００３（平成１５）年からＪＡ土佐
れいほく女性部長、１３（同２５）年からＪＡ高知女性組織協議会会長。

県内６ＪＡ合同の「かかしづくり」（高知市高須砂地）
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「子ども食堂」の料理を作るＪＡ南国市女性部大篠支部の部員ら
（南国市大埇）
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　ＪＡは組合員のニーズに基づき、農業を通じてさまざまな事業や活動を行う組織だ。地域に
根差したサービスを総合事業として実施し、農業振興と地域の活性化に取り組んでいる。ＪＡ
グループ高知が「自己改革」を進める中、地域に密着した取り組みをするために、農業者では
ない「准組合員」との関係づくりに重点を置いている。

准組合員は“農業の応援団”
JA土佐くろしお・JAコスモス（現JA高知県仁淀川地区）

高知新聞2018年10月28日 掲載

　ＪＡは、農業者の「正組合員」を中心に営農指導、信
用、共済、購買、販売事業などの総合事業を展開して
いる。また、農業に従事していない人でも「准組合員」と
して加入し、一定の範囲内で、ＪＡの事業を利用するこ
とができる。
　近年では、「農業体験をしたい」「家庭菜園や市民農
園などを始めたい」という准組合員も多く、ＪＡは、事業
利用のみではなく、「正組合員と共に食を通じて農業
を育み、豊かな地域社会を築く、大切な仲間」と位置
付けている。
　ＪＡグループ高知の准組合員数は、２０１７年時点
で６万２,７１８人で、０８年に比べ約１万人増加。地域
に根差した協同組合として、ＪＡ事業は多くの地域住
民に利用されている。
　「持続可能な農業」を実現するため
には、消費者、生活者の視点を持つ
准組合員の意見や支持、理解が不可
欠だ。このため、ＪＡグループ高知で
は、准組合員を「農業振興の応援団」
と位置付け、地元農業を「食べて応
援」「作って応援」できる取り組みを
拡大している。
　「食べて応援」は直販所での買い
物やイベントへの参加を通じて地元
農畜産物の消費拡大を応援するもの
で、「作って応援」は家庭菜園、農業
塾の参加を通じて農業生産を後押し
するものだ。各地でさまざまな応援が
行われている。准組合員の活動が活
発なＪＡ土佐くろしお、ＪＡコスモスの
事例を紹介する。

ＪＡ土佐くろしお
食べて応援／「地域密着型」で成長
　ＪＡ土佐くろしお（本所＝須崎市多ノ郷）は、直販所
「とさっ子広場」（同市大間）を拠点として、「食べて応
援」を通じた准組合員や地域住民との関係づくりに力
を入れている。
　同ＪＡ管内にあった女性部運営の「くろしお市」と
「みのり市」は同ＪＡの女性部員しか出荷できなかっ
た。誰でも出荷できる体制を構築しようと、両市を統合
し２０１６年４月にオープンしたのが「とさっ子広場」
だ。
　同ＪＡでは利用者に「食べて応援」をしてもらうた
め、さまざまな工夫をしている。コーヒーや軽食が楽し
める「とさっ子キッチン」は、高校生から高齢者まで気

軽に立ち寄ることができる憩いの
場となっており、地域密着型の店
舗として成長している。買い物金
額に応じてポイントが貯まるポイ
ントカードも発行しており、顧客
満足度の向上に努めている。
　また、できる限り新鮮な農産物
を提供するため、午前６時から営
業をしている。これほど早い開店
時間は県内直販所の中でも珍し
く、開店時間には、朝取れの農産
物や生鮮品が並び、多くの買い
物客が足を運ぶ。
　とさっ子広場の利用者は「野
菜、肉、魚、日用品などたいていの
買い物を済ませることができ助
かっている。野菜は新鮮だし、これからも利用を通じて
『食べて応援』をしていきたい」と話す。
　直販所を利用してもらうことでＪＡファンになっても
らい、積極的に「食べて応援」に取り組んでもらうと同
時に、ＪＡ事業への理解醸成を図り、将来的には、准
組合員として加入してもらうことも同ＪＡの目標だ。
　現在、組合員のほか地元業者や関係団体とも連携
して４１５人が「とさっ子広場出荷者協議会」に加盟
し、常時２２０人ほどが出荷。准組合員は、出荷の手数
料も非組合員より低く設定されているなど、「作って応
援」をしやすい環境も整えた。
　直販所を拠点とした准組合員や地域住民との関係
づくり強化に向け、ＪＡ土佐くろしおの挑戦はこれから
も続く。

ＪＡコスモス
作って応援／直販所出品でやりがい
　２００６年にスタートしたＪＡコスモス（本所＝高岡
郡佐川町甲）の「あぐりミドルスクール」は、スクール生
に農業の基礎知識や具体的な栽培技術を教える講座
で、年間１３回の講座を受けて修了となる。
　現在１３期目で、これまでに延べ４８２人の修了生
を輩出している。スクールをきっかけに直販所「はちき
んの店」への出荷を目指す修了生も多く、同ＪＡの准組
合員の資格を得て「作って応援」に取り組んでいる人
もいる。
　今年４月、故郷の高岡郡梼原町にＵターンした河野
廣志さん（６６）もその一人。元国家公務員で家庭菜園
の経験すらなかった河野さんが野菜作りに興味を

持ったのは、妻の妙子さんが「はちきんの店　六泉寺
店」でもらった「あぐりミドルスクール」のチラシを手渡
したことがきっかけだった。
　２０１５年に入校し、３年間、当時住んでいた高知市
から通いハクサイ、ダイコン、トマト、スイートコーンな
どさまざまな野菜の作り方を学んだ。
　一方で同ＪＡコスモスの男性組織「赤い褌（ふんど
し）隊」にも参加。料理教室、みそ造り、清掃活動などを
通し自然と地域に溶け込んでいく中で「いつかは自分
の野菜を『はちきんの店』に出荷できたら」という思い
が強くなっていったという。
　梼原町にＵターン後、河野さんは「『はちきんの店』
へ出荷したい」という思いがより一層強くなり同ＪＡに
准組合員として加入した。現在、原木シイタケ、米、野
菜を作っており、スライスの「干しシイタケ」にして出荷
する原木シイタケは売れ行き好調だという。
　米作りでは約１５アールの田を１人で耕し、バイン
ダーで収穫してはざかけをする。寒暖差の大きい高地
で育ち、刈った後に天日に干した米は味が良く、「今年
は『はちきんの店』で販売できれば」と出来栄えを楽し
みにしている。
　「農業は大変だが、『はちきんの店』に出すだけでも
やりがいがある」と河野さん。准組合員としてＪＡと共
に地域貢献に励む河野さんの姿は、充実感にあふれ
ている。

本格的に野菜作りが学べる「あぐりミドルスクール」（ＪＡコスモス提供）

「食べて応援」を通じた関係づくりの拠点となる「とさっ子広場」（須崎市大間）
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　２０１９年１月、県内１２ＪＡが合併し新たな組織「高知県農業協同組合（愛称＝ＪＡ高知
県）」が発足します。既存のＪＡ同士が力を合わすことでより一層の改革成果につなげ、持続可
能な農業や豊かで暮らしやすい地域社会づくりを目指します。

来月「JA高知県」発足
　JA高知県

高知新聞2018年12月23日 掲載

より一層の改革成果を／将来動向を見据え対応
県内１２ＪＡが１つに
　内閣府がまとめた「平成３０年版高齢社会白書」に
よれば、全国の高齢化率は２７・７％（２０１７年１０月
１日時点）で、本県では３４・１％（同９月１日時点）にま
で達しています。特に中山間地域では顕著となってお
り、半数以上が６５歳以上の地域も複数存在します。
　ＪＡグループ高知は、０９年から今後の将来動向を
踏まえて組織ビジョンを研究。農業就業人口の減少や
過疎化など環境変化に対応できるＪＡづくりに向けた
議論を重ね、「県域ＪＡ発足」に向けた準備に取り組ん
できました。

全国有数　組合員９万人
販売取扱高　全国２位へ
　ＪＡ高知県は、組合員数約９万人でつくるＪＡで全
国有数の規模を誇ります。
　２０１９年度の主な計画値は、全国２位の販売取扱
高（６４４億円）をはじめ、購買品供給高（３０８億円、
全国４位）、貯金量（６,８９６億円、全国２１位）などを
見込みます。
　ＪＡ高知県の経営理念は、「高知県の豊かな自然の
恵みを生かして、組合員・地域の皆様と共により良い
『未来』をつくります。」です。組合員と地域の皆さまの
願いを実現するため「農業者所得の増大・農業生産の
拡大」「地域の活性化」を基本目標とし、さらなる自己
改革に挑戦していきます。
　全国トップクラスの農畜産物の販売を目指すＪＡ高
知県。統合によるスケールメリットを生かし、地産地
消・外商の強化を図り、地域農業の維持、発展を目指
します。

園芸連の機能引き継ぐ
　ＪＡ高知県は、ナスやキュウリ、ミョウガなど県産園芸
作物の集荷・販売を担ってきた高知県園芸農業協同組
合連合会（略称＝高知県園芸連）の機能を引き継ぎ、
「ＪＡ高知県営農販売事業本部」として動き始めます。
　２０１８年４月、高知県園芸連はさらなる販売力強
化に向け、宮城県仙台市、石川県金沢市、広島市の３
市の中央卸売市場内に事務所を開設しました。東京、
名古屋、大阪の事務所に加えて新たに事務所を設置
したことで、販売状況や他産地の出荷状況などをいち
早く知ることができるようになりました。地域に密着し
た営業を強化し、有利販売につなげています。また、今
年１０月に開場した豊洲市場へ東京事務所を移転す
るなど、市場との連携強化や全国各地での販売促進
フェアの開催を通じ、さらなる販路拡大を目指してい
ます。

　ＪＡ高知県への機能移管後は、販売と営農指導を
一体的に行うことで、作柄や出荷量の動向をこれまで
以上に営業に生かし、各県外事務所からは、よりタイ
ムリーな情報を生産者につなぐことができます。
　１８園芸年度（１７年９月～１８年８月）の販売取扱
高は約６２７億円。ＪＡ高知県は、これまでの高知県園
芸連が担ってきた機能を十分に発揮し、農業者所得
の増大に貢献していきます。

直販所移転し大規模化
　「農協特産センターとさのさと」（高知市南川添）が
２０１９年春、ＪＡ高知ビル東隣（高知市北御座）に移
転し、大規模直販所「ＪＡファーマーズマーケットとさ
のさと」としてリニューアルオープンします。
　全国最大級の売り場面積（約１,４３０平方メート
ル）には、ＪＡのネットワークを生かした集荷体制で県
内全域の農畜産物が並びます。集荷便が東、中央、西
ごとに集出荷場などを回り、県内各地の特産品を陳列
します。県外直販所との提携も検討しており、地産外
商に向けた取り組みも現在計画中です。農業者所得
の増大を後押しする販売チャネルの拡大を目指して

取り組みます。
　同じ敷地内には、レストラン、市町村の情報発信や
交流・イベント機能を有する複合施設「ＡＧＲＩ　ＣＯ
ＬＬＥＴＴＯ（アグリコレット）」のオープン（同年９月ご
ろ）も控えており、農業者と消費者をつなぐ懸け橋とし
てこれまで以上に役割を発揮していきます。

県外での販売促進フェアで販路拡大を図る（６月、岐阜県瑞穂市）

建設中の「ＪＡファーマーズマーケットとさのさと」（高知市北御座）

●新ロゴマーク
　イメージは「育つ新芽」
●新マスコット「コチット」
　“種の妖精”モチーフに

　ＪＡ高知県のロゴマークは、「高知県の大地から
育つあらゆる新芽」をイメージ。水色は「清らかで豊
かな高知の水」、オレンジ色は「大地に降り注ぐ太
陽」、ピンクは「人々のつながりを育む愛情」を表し
ています。キャラクターの「コチット」は、“種の妖精”
をモチーフにしており、“広報宣伝部長”として県内
を広く飛び回り、さまざまな情報を収集し、発信して
いきます。
　ロゴマークやキャラクターに込めた願いを実現し
ていけるよう、ＪＡ高知県の挑戦が始まります。
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　２０１９年１月１日。県内１５ＪＡのうち１２ＪＡが手をつないで誕生した「ＪＡ高知県」。構想
から約１０年の準備期間を経て、組合員数８万８千人、職員２,６００人を抱える大規模な組織
となった。新たな船出の舵（かじ）を取ることとなったＪＡ高知県代表理事組合長、武政盛博氏
＝元ＪＡ四万十組合長＝にその思いを聞いた。

農家のため　地域のため
ＪＡ高知県・武政盛博組合長に聞く

　JA高知県

高知新聞2019年2月24日 掲載

所得向上へ販売高意識
●三位一体で
̶̶新組合長に就任されて約２カ月。今のお気持ちを
　　聞かせてください。
武政　私は、０９年からＪＡ四万十の組合長を務めて
いました。「農家のために」と思ってこれまでやってきた
ことを、地道に続けていくことが大事だと思っていま
す。

　合併した１２ＪＡの管内を７地区に分け、それぞれ
の長が権限を持ちながら連携していきます。組合員に
とって「遠い存在になった」「決済に時間がかかる」と
いうことがないようにしなくてはいけません。「統合して
良かった」と言っていただけるようになることを目標に、
しっかりやらねばと責任を感じているところです。
̶̶ＪＡ高知県の目指すべき姿、運営方針について
　　教えてください。

武政　ＪＡの第一目標は、農家の所得を１円で
も多く上げることです。そのために、販売高を意
識した地域農業振興を行っていきます。生産コ
ストを抑え、生産物を高く販売することに注力し
ます。
　まずは、大量ロット発注を元に肥料や農薬など
生産資材の価格引き下げに取り組んでいくとと
もに、東京（豊洲）・仙台・金沢・広島の市場に
作った新たな販売拠点が評価され、実績につな
がっていることも「見える化」していきます。これら
を分かりやすく示していくことが生産者のモチ
ベーションにつながります。
　また、私たちの一番の役割である営農指導を
強化し、新しい技術導入によって反当たりの収量
が上がるようサポートします。
　さらに、４月にオープンする新しい「とさのさと」
を地産地消の拠点とし、農家の所得増大につな
げていきます。直販所は唯一生産者が自分で価
格を付けられる販路です。納得のいく価格で販
売し、それを喜んで購入していただく。生産者と
消費者との間に「ウィンウィン」の関係を築くとと
もに、抜群の鮮度と充実の品ぞろえで「高知の
食」の魅力を発信していきたいと考えています。

̶̶農家経営のサポートについてはどのようにお考え
　　ですか？
武政　近年、経営状況についても見直し、しっかりとし
た経営ができるよう指導を行っています。経営が上向
けば設備投資や規模拡大につながり、収益が大きくな
れば子どもが「後を継ぎたい」と思う農業になっていき
ます。
　ＪＡ高知県では、どこの支所でも記帳代行や経営分
析を受けることができるよう体制を整えていきます。そ
のために県、市町村、ＪＡが三位一体となって集中的
にサポートしていくことも必要だと思っています。

人々が自然と集う“大木”に
●各種事業で貢献
̶̶ＪＡは地域に根差す組織だと伺っていますが、
　　「地域の活性化」にどう取り組んでいきますか？
武政　１５年ほど前、ＪＡ四万十の若い職員から、「Ｊ
Ａの利用者は高齢者が多いですね」と言われたことが
あります。そこで、若い人たちにも利用してもらうために
始めたのが、食育教育を行う教育文化活動でした。Ｊ
Ａの施設を活動場所にすることで、地域の人たちが気
軽に足を運んでくれるようになり、ＪＡと地域の結び付
きが強くなりました。
　ＪＡ高知県でも、目的別の小さな組織を多数つくり、
食と農を基軸にした教育文化活動・福祉活動を行っ
ていきます。事業として行うことで、地域貢献にもつな
がります。
　また、組織をつくって事業を行うことは、人づくりに
つながります。自分で考え、動き、失敗したらそれを見
直し、改善できる人こそ、これからを担っていく「人財」
です。人財を発掘し育てるためにも、いろいろな事業を
進めていこうと考えています。
̶̶農業の担い手の確保も重要な課題になるのでは？

武政　ＪＡ四万十では、高知県で最初に集落営農に
取り組みました。地域の小規模農家の土地をまとめ、
地域の人々が資本を出し合い、力を合わせて農業を継
続するやり方です。
　集落営農は、「農業を通じて地域を守っていきたい」
という地域の人たちの理解があって成り立っており、
地域内の離農者の田畑や水路の管理なども行って地
域農業を守っています。そこに雇用が生まれ、Ｕターン
して働く若い人たちも増えました。幅広い年代の人が
一緒に働く中で、知恵や技術が継承され担い手が
育っています。
　地域に属する女性やお年寄りも何らかの役割を
持って営農に参画し、地域の活性化にもつながってい
ます。行政と連携しながら、「地域で取り組む」ことに担
い手確保の一端があると見ています。
●人々楽しませる
̶̶武政組合長のお話から、「地域に根差すＪＡ高知県」
　　の姿が見えてきました。
武政　私が思い描くＪＡの姿は、ハワイにある大木「モ
ンキーポッド」です。大地に深く根を張り、大きく枝葉を
広げたこの木の下に、雨や日差しを避けて人が集ま
り、食べたり飲んだりおしゃべりしたり、絆が生まれま
す。
　この「枝」や「葉」は、女性部や青壮年部、生産部会
などの組織とその活動であり、「花」や「実」を付けて
人々を楽しませる存在です。組合員をはじめ人々が自
然に集まってくる、“地域の傘”でありたいと思っていま
す。
　統合によりこの“傘”を支える「根っこ」は大きくなり、
そこに集まる人も増えました。声が聞こえやすく、意見
交換もしやすくなったと言われるＪＡを目指したいと思
います。
　組合員、地域住民と力を合わせ、高知県の農業、地
域を発展していけるよう、しっかりと頑張っていきます。

たけまさ・もりひろ　高岡郡四万十町出身。１９７０年に旧窪川町農協入りし、
営農部長などを務めた。９７年のＪＡ四万十発足後は、営農企画室次長、

参事、専務を経て２００９年６月から組合長。
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　近年、国内農業の労働力不足が深刻な課題となっている。ＪＡグループ高知では労働力不
足の解決に向け「無料職業紹介所」による求人・求職者のマッチングや農業分野と福祉分野
が協力する「農福連携」などに取り組んでいる。今回は、ＪＡ高知県安芸地区での「農福連携」
の取り組みと同幡多地区での「無料職業紹介所」の取り組みを紹介する。

農業の労働力不足解消を
ＪＡ高知県　安芸地区・幡多地区

高知新聞2019年4月28日 掲載

　農林水産省の調べによると、農業に従事する常雇い
者数（※１）は２００５年から１５年の１０年間で１・７
倍となっているが、農畜産業分野の有効求人倍率は
全産業平均を上回っている。つまり、農業者が必要と
する労働力に対して供給が追い付いていない状況に
ある。
　これらの問題に対応しようと、ＪＡグループ高知では、
農作業の機械化等による省力化と、機械化が難しい
作業への対応として労働力の確保に取り組んでいる。
　農作業の省力化では、出荷・調製作業が全体作業
の約８割を占めるニラにおいて、自動的にニラの古い
外葉を除去する「ニラそぐり機」の導入推進や「そぐり
センター」の設置を進めており、労働力の軽減に効果
を上げている。また、シシトウのパック詰め作業につ
いても、作業の機械化に向けて、具体的な検討を進

めている。
　労働力の確保対策では、「無料職業紹介所」の設置
と、「農福連携」の取り組みを進めている。無料職業紹
介所は、労働力を必要とする農業者（求人者）と農業
分野で就労を希望する者（求職者）の間にＪＡが入り、
双方のマッチングを行う。２００３年に旧ＪＡ土佐あき
で初めて設置し、１９年３月時点では県内９カ所で運
営している。
　県内の福祉施設などと連携する「農福連携」では、
障がい者や引きこもりの人らの農業への就労を後押し
し、生きがいづくりや社会復帰につなげている。農業で
は農福連携が結果的に労働者不足の解消につなが
り、農業・福祉の双方にとって「ウィンウィン」な関係と
なる。
　ＪＡグループ高知では、これらの取り組みを中心と

して、地元での雇用確保に向け力
を入れていく予定だ。そのほか、外
国人労働者の受け入れについても
今後具体的に検討していく。１９年
度は、管内のＪＡ集出荷場などで外
国人労働者を数人受け入れる予定
だ。

ＪＡ高知県安芸地区
農福連携／障がい者雇
用促進に一役
　２００３年から無料職業紹介
事業に取り組んできたＪＡ高知
県安芸地区。０８年から安芸市
社会福祉協議会と連携し、生活
困窮者に対する職業あっせんに
取り組む中で、さらなる課題とし
て引きこもりの人や心身に障が
いのある人たちの雇用が浮かび
上がってきた。
　障がい者支援機関の専門家
らも交えて対話を重ねるうちに、
労働力確保と就業支援を合わせ
た「農福連携」の土台が築かれ、
昨年５月、障害者就業生活支援センターポラリス、安
芸福祉事務所、高知県安芸福祉保健所、高知県安芸
農業振興センター、ＪＡ高知県安芸地区がタッグを組
む「安芸市農福連携研究会」が発足した。
　農業の現場で障がい者を雇用し、働くことで自信や
生きがいを持ってもらい、社会参画を促す取り組みが
進んでいる。精神疾患のある患者が主で、ＪＡから農
家に受け入れを打診し、両者合意の下に雇用契約を
交わす。
　障がい者が働くのは体調に合わせて１日１時間から
で、ほ場の草むしりや石拾い、野菜の袋詰めなど、個人
の適性に合った仕事を担う。精神障がいをケアする専
門家が作業場に同行することもあり、一丸となった就
労支援体制が組まれている。
　働いた時間に応じて賃金が支払われるが、労働の
対価を手にすることでやりがいが生まれ、職場で必要
とされているという実感が自信になっていく。スキルが
身に付けば、徐々に仕事の時間を延ばしたり、難易度
の高い仕事に就いたり、将来は就農による自立を目指す。
　深刻な労働力不足の中、受け入れる側の農家には
「とても助かっている」という意見が多い。障がい者の
雇用促進と労働力不足の改善が“両輪”で進んでい
る。

ＪＡ高知県幡多地区
無料職業紹介所／ヘルパーで高齢化カバー
　ＪＡ高知県幡多地区では、２０１０年に旧ＪＡ高知
はたの北幡営農センター内に無料職業紹介所を開設
し、農作業ヘルパーのあっせん事業を始めた。求人・

求職ともに登録制で、農家の実情を知る営農指導員
を中心に、地域とのつながりが深いＪＡ職員が間をつ
なぐ。
　ヘルパー希望者は紹介所の担当者と共に農家に出
向いて面談し、両者が合意すれば契約手続きを行う
仕組みだ。作業は草刈り、茶やユズ、薬草の収穫など
季節の短期労働で、重い物が持てるか、機械操作がで
きるかなど作業内容に合わせてマッチングを行う。
　無料職業紹介所の開設時から登録・利用している
という高岡郡四万十町河内の伊賀富一郎さん（７２）
は、夫婦で茶と薬草を栽培しており、毎年、一番茶の
摘採のために５、６人のヘルパーを雇用している。
　「以前は近所の人に手伝いをお願いしていたが、高
齢になってできなくなった。数日かけて何軒も回って
人手を探したが、今はＪＡに『そろそろ摘みたい』と電
話をしたら、サッと連絡を回してくれる。毎年同じ人た
ちが来て手際良くやってくれるので、計画通りに収穫
できて助かっています」と話す。
　茶は、新芽が出てから１週間から１０日の間に摘採
したものが「一番茶」として高値で取引されるため、時
間との勝負。どうしても人手が必要だ。夫婦２人では継
続が困難な茶の栽培を、地域の労働力が支えている。
　北幡営農センターに続き、１６年１２月に幡東営農
センター、１８年３月には幡西営農センターにも無料
相談所を開設し、幡多地区管内を網羅した。リタイア
層の登録など、さらなる広がりが期待されている。

無料職業紹介所に登録したヘルパーが地域の農業を支える
（高岡郡四万十町河内、写真はいずれもＪＡ高知県提供）

※１…主として農業経営のために雇っ
た人で、雇用契約（口頭の契約でも構
わない）に際し、あらかじめ７カ月以上
の期間を定めて雇った人のことをい
う。なお、住み込みおよび通勤の双方
を含む。また、主に農業以外の仕事の
ために雇った人は含まれない。

「農福連携」は労働力不足の改善にもつながる（安芸市川北）
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　高齢化、過疎化が急速に進む県内の中山間地域。かつては地域内にいくつもあった「近くて
便利な近所の店」は、店主の高齢化や利用者減に伴って閉店を余儀なくされ、日常の買い物
が困難ないわゆる「買い物難民」が増加の一方だ。そんな過疎地域を支えようと、ＪＡ高知県
の「れいほく地区」と「香美地区」では、集落間を結ぶ移動購買車を走らせている。組合員の買
い物の利便性を高めるだけでなく、暮らしを見守り、元気を届ける様子を取材した。

中山間支える移動購買車
ＪＡ高知県　土長地区・香美地区

高知新聞2019年6月23日 掲載

悪天候でも休めぬ“命綱”
●３５年以上の歴史
　山々が連なる嶺北地域。最初に移動購買車を導入
したのは旧「大川村農協」で、３５年以上の歴史がある。
　早明浦ダムの建設により大川村の集落は川の両岸
に二分し、「白滝鉱山」の閉山で多くの人が村を離れ
た。それにより、食料や生活用品全般を扱っていた農
協の支所が閉鎖したことから、買い物の不便を補うた
め、農協が移動購買車を走らせるようになった。
　高速道路もないころ、“地道”を通って高知の市場ま
で仕入れに出向き、買い付けてきた新鮮な魚は飛ぶよ

うに売れたという。
　１９９５年、嶺北地区の６組合が合併し、旧「土佐れ
いほく農業協同組合」が誕生し、その活動が引き継が
れた。
　その後も地域の高齢化・過疎化はとどまらず、数年
のうちに管内の生活店舗５店を閉店せざるを得ない
状況になり、組合員の日々の暮らしに不便が生じるよ
うになった。車の運転をやめて、遠くの量販店まで足を
運ぶことができない「買い物弱者」も増えていた。
　ＪＡは、２００９年に県の生活支援サポート事業の
一環として補助を受け、１トントラック１台を購入。冷
蔵庫や商品陳列棚やテントなどを搭載した移動購買
車に改装し管内の巡回を開始した。

週１回の移動購買車は中山間地域の住民の生活を支える“命綱”だ
（長岡郡本山町瓜生野）

●５ルートを週１回
　現在「れいほく地区」では、「あおぞら号」と名付けた
２台の１トントラックで移動購買車を運行している。運
転するのはＡコープ職員の水野慎太郎さん（５１）と、
和田千賀子さん（４７）。水野さんは移動購買車に乗る
こと１８年のベテランで大川村や土佐町西部、いの町
（旧本川村）を担当。土佐町と本山町を走る和田さん
は、２年目だがＡコープスタッフの経歴があり、利用者
との付き合いも長い。
　２人は月曜から金曜まで毎日異なる地区を走る。午
前中にＡコープとさ店（土佐郡土佐町土居）の店舗裏
でトラックに商品を積み込み午前１１時すぎに出発。７
～１０カ所ほどの決まった場所で“開店”し、和田さん
は午後３～４時ごろ、水野さんは同５時ごろに店舗に
戻ってくる。
　積み込むのは、Ａコープで販売している食料や生活
用品が中心。出来たての総菜は「『今日あたりこれ食べ
たいがやないかな？』とお客さん一人一人の顔を思い
浮かべながら選んでいます」と和田さん。選んだ総菜
は自らパック詰めも行う。
　電球やほうきなど、ＪＡグリーンの商品も「今度来る

とき持ってきてや」と言われれば、「預かり販売」の形で
持参するという。外出するにはバスやタクシーを使うし
かない、移動の不便さが深刻な中山間。利用者からの
注文には「できるだけ希望に沿えるように」と気を配る。
　２人が回るのは、５ルートをそれぞれ週１回ずつ。利
用者とは週に１度のお付き合いだが、「誰がいない」「な
ぜいない」を把握し、安否確認をするのも大切な仕事の
一つだ。

高齢者の健康見守りも
●「この人を待ちゆう」
　山々の新緑が鮮やかな５月中旬。長岡郡本山町吉
野の汗見川沿いの一軒家の前に停車した和田さん。
“開店”の合図に音楽を大音量で鳴らし始めた。
　すぐに家の中から白髪の男性が小さな買い物かご
を持って現れ商品を選び始めた。そこへやって来た別
の家の女性が「奥さんの具合はどう？」と声を掛ける。
移動購買は地域の人々の交流の機会にもなっている
のだ。
　さらに上流の瓜生野（うりうの）地区へ行くと、「“ズ
ンドコ号”が来た」と５人ほどのお客さんが購買車を取
り囲む。「これが生活の糧ながよ」「この人が来てくれる
のを待ちゆう」と弾んだ声で話す。
　利用者全員の元気な姿を確認した和田さんは「パト
ロール終わり！　異常なし」と次の“売り場”へ向かった。
●利用者は１０～１５人
　２台の「あおぞら号」は長い距離を走って商売して
いるが、わざわざ住民の少ない地域へ出向くため、１
日の利用者はわずか１０～１５人で売り上げもわず
かだ。しかし、週に１回の訪問が、住民の心身の健康
を知る手段の一つとなっている。
　この移動購買車での見守りは、嶺北地域の各町村
と見守り協定を結んでおり、異変や支援の必要があ
れば連絡を入れ、支援を要請する仕組みとなってい
る。
　移動購買車は道路が閉鎖されない限り、雨の日も
雪の日も毎日休まず運行する。購買車が運ぶ食料はま
さに“命綱”だからだ。「悪天候の日には『気を付けて帰
りよ』と心から心配してくれる」と和田さん。「休まれん！」
という責任感からか風邪をひかなくなったそうだ。
　ＪＡ高知県では「香美地区」でも同様の取り組みが
行われており、昨年２月に車両を更新した。物部地区
の他、香北町清爪（せいづめ）、猪野 （々いのの）、中谷、
谷相地区などを回り、山の暮らしを支えている。

「できるだけ希望に沿えるように」と商品を積み込む
水野慎太郎さん（Ａコープとさ店）
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「一人一人の顔を思い浮かべながら選ぶ」と話す和田千賀子さん
（Ａコープとさ店）
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　県内で深刻化する「耕作放棄地」への対応問題。「もう米作りはようせん」という人が年々増えてい
る。農業従事者の高齢化や担い手不足、土地条件の悪い「条件不利地」が多く存在しているのが要
因で、水稲作業の担い手がいない水田が、数年のうちに荒れ地になっていく窮状を抱えている。
「ＪＡ土佐くろしお」（須崎市、高岡郡中土佐町、津野町）は、１００％出資法人「株式会社土佐くろしお村
村営みのり」を立ち上げ、水稲作業の受託などを行っている。水田を守る活動について聞いた。

荒廃から水田守る
「土佐くろしお村　村営みのり」

ＪＡ土佐くろしお

高知新聞2019年8月25日 掲載

高齢農家らの稲作受託／
収量・単価アップへ新品種
●増える耕作放棄地
　農林水産省は、１年以上作付けせず、今後数年の
間に再び耕作するはっきりした意思のない土地を「耕
作放棄地」と位置付けている。水田は、２～３年作付け
せずに放置すると雑草が生い茂る荒れ地となり、再生
が難しくなるという。
　また、雑草地になれば害虫が発生して周囲の農地
に悪影響を及ぼし、周囲の景観を悪化させ、寂れた印
象が地域の衰退を後押しする。
　さらに、水田には水を蓄えて洪水を防ぐ機能があ

り、それが失われると災害のリスクも高まる。水田の消
滅は米の生産量が低下するだけでなく、地域にも多く
の弊害があるといえる。
　農家が米作りをやめる理由は、高齢化による廃業の
ほか、高価な耕作機械の更新が大きな負担になること
が挙げられる。特に、コンバインは台風などで倒伏した
稲を刈り取ると傷みやすい。修理や買い替えは容易で
はなく、その投資が難しいのが現状だ。
　耕作機械や人的労力を補い合うために、県内各所
で集落営農の組織が立ち上がり、共同で機械を購入
し、人を雇い入れて米作りに力を入れる取り組みが進
んできた。しかし、そこにも高齢化の波が押し寄せている。

●負担を軽減
　ＪＡ土佐くろしおはこれらの状
況を打開しようと、２０１５年に水
稲作業の受託に特化した出資法
人「株式会社土佐くろしお村　村
営みのり」を発足させた。
　これまで水田を守ってきた作業
受託のシステムを持続させること
と、ミョウガやシシトウなどの施設
園芸と稲作の両方を手掛ける農
家に、収益性の高い施設園芸に注
力してもらう狙いがある。
　「村営みのり」の社長で同ＪＡの
矢野俊二代表理事専務（６０）は
「『農地を守らねば』と義務的にやっている農家が多
い。作業受託者にも大きな負担がかかっており、『ＪＡ
でやるしかない』、そんな時期にきた」という危機感を
抱いている。
　「『村営みのり』は、高知県中山間農業複合経営拠
点に指定されており、地域の農業振興のために機械
導入にも補助を受けることができる。導入した機械を
地域全体で活用することで、作業受託組織の活動が
成り立っていく」と発足の意義を強調する。
　一方、施設園芸に力を入れる須崎市のミョウガ農
家、松浦伸人さん（５７）は、「村営みのり」の発足当初
から代々受け継いできた水田すべてを委託している。
　「以前はＪＡから苗を買って植え、育て、稲刈りもし
ていたが、ちょうど機械の買い替えの時期だったので、
『それなら全部』とお願いした。ミョウガが一番忙しい
時期と稲刈りの時期が重なる。ミョウガは毎日収穫・出
荷しないといけないので、米を作る暇がない。任せられ
るのはありがたい」
　また、「ある８０代の女性から『ＪＡでやってくれるが
やったら安心』という声を聞いた」と矢野専務。先祖
代々受け継いだ６反（約６０アール）の水田を１人で耕
作してきたが、後継者はなく、荒れ地になるのはどうし
ても嫌だと、眠れない夜が続いたという。
　「『村営みのり』に任せられる」と分かってからは元気
になり、さらに農作業に精を出しているそうだ。「村営
みのり」は、農家の「（受け継いできた田を）守りたい」と
いう思いに応える組織となっている。
●作付１８ヘクタールに拡大
　設立から４年目を迎え、当初は６・７ヘクタールだっ
た作付面積は１８ヘクタールまで拡大した。
　「坂ノ川農業改良組合」等の作業受託組織や個人

農家と「農地を守る」という契約で水稲作業を受託し、
収穫した米は大半を飼料米として出荷する。そのほ
か、田植えや代かき、稲刈りなど、農作業を部分的に
請け負うことも多い。
　横山裕全（ひろよし）副社長（５１）は、「昔のように近
隣農家が助け合う仕組みも残していく必要がある」と、
受託した作業を手伝ってもらうよう農家に依頼するこ
ともある。その場合、「村営みのり」の機械を提供し、オ
ペレーター費用を支払う仕組みだ。「隣の水田の作業
をすることで、みんなで守る意識を高めたい」と話す。
　「村営みのり」の常駐スタッフは３人。苗を育てる育
苗センター、刈り取った米を乾燥させるライスセン
ターなど、時期によって雇用が発生する。
　現在、請け負っている１７０枚の水田を３人で管理
しているが、中には生産性の低い水田もあり、「労力的
にも経営的にもかなり厳しいが、それでも守っていくべ
き」と横山副社長は言う。
　今後は、個人の農家ではできない、省力化や収益増
につながる新しいことにチャレンジしていくという。同ＪＡ
の廣見哲夫営農部長（５６）も「来年は収量と単価の
アップを狙って、水稲新品種での生産に取り組む。日
本西南部の暖地用に開発された水稲新品種で、うまく
いけば管内の農家にも普及させたい」と、強力にバック
アップする。
　草刈りのＩＴ化やパワーアシストスーツの導入も検
討しており、出資法人だからできる投資を行い、その利
益を地域に還元したい考えだ。
　地域の農業を次世代に。「われわれの取り組みを見
て、若い人が『村営みのり』で働きたいと思ってくれる
会社にしたい」と、確かな思いがある。農家から受託した田んぼの稲刈りを行う「土佐くろしお村　村営みのり」のスタッフ

（須崎市安和、写真はいずれも「村営みのり」提供）

雑草が生い茂る荒れ地となった「耕作放棄地」は再生が難しい
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明日の農業を応援します
日本の食と農、いのち、くらしを守る視点で報道
農家経営や地域農業振興に役立つ専門情報と生活情報
購読料 1カ月2,623円（税込）

役立つ食農情報を毎日お届け
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可
能
な
農
業
の
実
現
②

豊
か
で
く
ら
し
や
す
い
地
域
社
会
の

実
現
③
協
同
組
合
と
し
て
の
役
割
発

揮
の
３
つ
で
あ
り
、
そ
の
実
現
に
向

け
て
総
力
を
挙
げ
て
「
自
己
改
革
の

取
り
組
ん
で
い
き
ま
す
。
ま

た
、
県
域
Ｊ
Ａ
の
ス
ケ
ー
ル

メ
リ
ッ
ト
を
生
か
し
、「
食

と
農
」
を
結
び
付
け
る
中
核

拠
点
と
し
て
、
高
知
市
に
大

規
模
直
販
所
を
設
置
す
る
準

備
を
進
め
る
な
ど
、
先
の
Ｊ

Ａ
大
会
の
決
議
を
実
践
し
て

い
き
ま
す
。

　
協
同
組
合
で
あ
る
Ｊ
Ａ

は
、
組
合
員
が
主
役
の
組
織

で
あ
り
、
そ
の
声
を
事
業
や

活
動
に
反
映
し
な
が
ら
地
域

と
営
農
と
く
ら
し
を
豊
か
に

す
る
組
織
で
す
。
自
己
改
革

の
実
践
に
当
た
っ
て
は
、
今

一
度
こ
の
原
点
に
立
ち
、
組

合
員
と
の
徹
底
し
た
話
し
合

い
の
も
と
、
Ｊ
Ａ
運
営
に
取

り
組
ん
で
い
く
所
存
で
す
。

目
に
見
え
る
成
果
を
実
現

し
、
組
合
員
か
ら
〝
う
ち
の

Ｊ
Ａ
は
頼
り
に
な
る
〞
と
評

価
を
い
た
だ
け
る
よ
う
全
力

で
取
り
組
ん
で
ま
い
り
ま

す
。

　
Ｊ
Ａ
グ
ル
ー
プ
高
知
で

は
、
第
33
回
高
知
県
Ｊ
Ａ
大

会
に
お
い
て
自
己
改
革
を
よ

り
具
体
的
に
実
践
し
て
い
く

た
め
「
農
業
者
の
所
得
増
大

・
農
業
生
産
の
拡
大
」
「
地

域
の
活
性
化
」
に
取
り
組
む

こ
と
を
決
議
し
ま
し
た
。

　
特
に
、「
農
業
者
の
所
得

増
大
・
農
業
生
産
の
拡
大
」

に
お
い
て
は
、
Ｊ
Ａ
と
県
域

の
連
合
会
が
協
力
し
、
組
合

員
を
含
め
た
個
々
の
農
業
者

の
ニ
ー
ズ
に
応
え
る
た
め
、

県
域
担
い
手
サ
ポ
ー
ト
連
絡

協
議
会
を
組
織
し
、
総
額
６

億
円
を
基
に
し
た
高
知
県
独

自
の
助
成
事
業
を
構
築
し
て

平
成
28
年
度
か
ら
取
り
組
み

を
始
め
て
い
ま
す
。

　
ま
た
、
平
成
29
年
１
月
に

は
県
内
12
Ｊ
Ａ
で
、
県
域
Ｊ

Ａ
統
合
に
関
す
る
議
案
が
承

認
さ
れ
ま
し
た
。
自
己
改
革

の
手
段
と
し
て
位
置
付
け
、

県
内
Ｊ
Ａ
、
連
合
会
と
共
に

組合員の営農とくらしを豊かに

平成29年5月
（2017年）

http://www.ja-kochi.jp/

高知

　
自
己
改
革
に
向
け
て
取
り
組
む
Ｊ

Ａ
グ
ル
ー
プ
高
知
で
は
、
多
様
な
農

業
者
へ
の
支
援
を
強
化
す
る
手
段
と

し
て
、
平
成
27
年
度
に
「
県
域
担
い

手
サ
ポ
ー
ト
連
絡
協
議
会
」
を
立
ち

上
げ
ま
し
た
。
協
議
会
で
は
、Ｊ
Ａ
と

連
携
し
な
が
ら
訪
問
活
動
等
を
通
じ
て
農
業
者
が
何
を
必
要
と
し
て
い
る
の
か
を

共
に
考
え
、
生
産
現
場
の
声
を
形
に
す
る
お
手
伝
い
を
し
て
い
ま
す
。
ま
た
、
平

成
28
年
度
か
ら
は
Ｊ
Ａ
グ
ル
ー
プ
高
知
独
自
の
助
成
事
業
と
し
て
「
県
域
企
画
応

援
事
業
」
を
設
け
、
担
い
手
育
成
に
取
り
組
む
農
業
者
や
新
規
就
農
者
、
新
し
い

品
目
や
技
術
の
導
入
に
挑
戦
す
る
農
業
者
等
を
支
援
し
て
い
ま
す
。Ｊ
Ａ
グ
ル
ー

プ
高
知
で
は
、
こ
れ
か
ら
も
「
自
己
改
革
」
の
歩
み
を
加
速
さ
せ
な
が
ら
、「
農

業
者
の
所
得
増
大
・
農
業
生
産
の
拡
大
」「
地
域
の
活
性
化
」
に
全
力
で
取
り
組

ん
で
い
き
ま
す
。

　
政
府
は
、
平
成
26
年
６
月
か
ら
平
成
31
年
５
月
ま
で
の
５
年
間
を
農
協
改
革
集

中
推
進
期
間
と
定
め
て
い
ま
す
。
Ｊ
Ａ
グ
ル
ー
プ
高
知
で
は
改
革
の
ス
ピ
ー
ド
を

速
め
、
組
合
員
や
地
域
に
よ
り
一
層
必
要
と
さ
れ
る
Ｊ
Ａ
と
な
る
よ
う
、
一
丸
と

な
っ
て
取
り
組
み
、
改
革
を
着
実
に
実
行
し
て
い
き
ま
す
。

そ
ぐ
り
機
を
導
入
し
ま
し
た
。

　
地
域
に
は
、
西
山
さ
ん
と
同
年
代

の
そ
ぐ
り
手
が
ほ
と
ん
ど
で
、
年
々

人
手
不
足
が
深
刻
な
問
題
に
な
っ
て

い
ま
し
た
。
「
こ
の
ま
ま
で
は
現
状

の
経
営
を
続
け
て
い
け
な
い
」
と
、

そ
ぐ
り
機
の
導
入
を
検
討
し
て
き
ま

し
た
。
導
入
コ
ス
ト
や
ス
ペ
ー
ス
の

問
題
が
あ
り
、
な
か
な
か
決
断
で
き

ま
せ
ん
で
し
た
が
、
Ｊ
Ａ
の
営
農
指

導
員
か
ら
事
業
の
話
を
聞
き
、
導
入

を
決
め
ま
し
た
。

　
現
在
、
妻
の
幸
恵
さ
ん
と
、
３
人

の
作
業
員
を
雇
い
１
５
８
㌃
を
経
営

し
て
い
ま
す
。
西
山
さ
ん
は
「
ニ
ラ

そ
ぐ
り
機
を
導
入
し
た
結
果
、
作
業

の
進
み
具
合
が
早
く
な
り
ま
し
た
。

作
業
効
率
や
出
来
栄
え
も
よ
く
、
自

分
た
ち
な
り
に
工
夫
し
な
が
ら
使
っ

て
い
き
た
い
で
す
」
と
、
導
入
し
た

こ
と
を
喜
ん
で
い
ま
し
た
。

　
Ｊ
Ａ
土
佐
香
美
管
内
で
は
、
事
業

場
を
つ
く
り
た
い
と
意
欲
を
示
し
て

い
ま
す
。
現
在
、
Ｊ
Ａ
高
知
春
野

き
ゅ
う
り
部
会
の
副
部
会
長
と
し
て

も
活
動
し
て
い
る
矢
野
さ
ん
。
以
前

か
ら
、
過
疎
化
や
高
齢
化
な
ど
で
、

農
業
や
農
地
の
維
持
が
で
き
な
く
な

る
こ
と
に
危
機
感
を
感
じ
て
い
た
と

い
い
ま
す
。

　
矢
野
さ
ん
は
、
「
事
業
は
、
農
家

が
研
修
生
を
受
け
入
れ
る
き
っ
か
け

に
な
る
と
思
い
ま
す
。
受
け
入
れ
に

消
極
的
だ
っ
た
農
家
の
意
識
を
変
え

る
こ
と
が
で
き
る
の
で
は
な
い
で

し
ょ
う
か
」
と
、
事
業
と
協
議
会
の

今
後
に
期
待
し
て
い
ま
す
。

　
Ｊ
Ａ
高
知
春
野
管
内
で
は
、
矢
野

さ
ん
を
含
め
20
戸
が
事
業
を
活
用
し

て
計
26
人
の
研
修
生
を
受
け
入
れ
て

い
ま
す
。

た
ソ
ラ
マ
メ
は
、
４
月
か
ら
Ｊ
Ａ
高

知
は
た
大
方
支
所
園
芸
集
出
荷
場
に

出
荷
し
て
い
ま
す
。

　
昨
年
ま
で
は
シ
シ
ト
ウ
に
絞
っ
て

栽
培
し
て
い
ま
し
た
が
、
他
の
品
目

も
作
っ
て
み
た
い
と
の
思
い
が
あ

り
、
Ｊ
Ａ
の
営
農
指
導
員
か
ら
今
回

の
事
業
と
ソ
ラ
マ
メ
の
紹
介
を
受
け

て
取
り
組
み
を
始
め
ま
し
た
。
「
シ

シ
ト
ウ
は
収
穫
期
間
が
長
く
パ
ッ
ク

詰
め
作
業
が
大
変
な
の
で
、
作
業
的

に
重
な
ら
な
い
品
目
を
模
索
し
て
い

ま
し
た
」
と
振
り
返
り
ま
す
。

　
小
橋
さ
ん
は
大
月
町
や
県
外
の
産

地
を
視
察
し
た
ほ
か
、
営
農
指
導
員

か
ら
栽
培
技
術
を
学
び
、
昨
年
10

月
、
５
㌃
に
７
５
０
本
を
定
植
し
ま

し
た
。
「
支
柱
な
ど
の
必
要
資
材
を

全
て
買
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
か
っ
た

の
で
、
事
業
の
お
か
げ
で
思
い
切
っ

て
栽
培
す
る
こ
と
が
で
き
ま
し
た
」

と
、
喜
ん
で
い
ま
す
。

　
ま
た
、
妻
の
三
枝
さ
ん
（
51
）
も

「
ソ
ラ
マ
メ
は
大
き
い
の
で
詰
め
る

作
業
が
楽
。
シ
シ
ト
ウ
と
の
組
み
合

わ
せ
も
適
し
て
い
ま
し
た
」
と
、
ほ

ほ
笑
み
ま
す
。
小
橋
さ
ん
夫
婦
は
初

め
て
の
収
穫
に
手
応
え
を
感
じ
、
来

年
は
作
付
面
積
を
７
㌃
に
拡
大
す
る

予
定
で
す
。

　
Ｊ
Ａ
高
知
は

た
管
内
で
は
、

事
業
を
活
用
し

て
ソ
ラ
マ
メ
の

ほ
か
、
タ
マ
ネ

ギ
、
芽
キ
ャ
ベ

ツ
な
ど
の
試
験

栽
培
に
取
り
組

ん
で
い
ま
す
。

　
黒
潮
町
の
小
橋
誠
一
さ
ん
（
58
）

は
、
平
成
28
年
度
に
「
地
域
ご
と
の

新
た
な
取
り
組
み
を
支
援
す
る
Ｊ
Ａ

グ
ル
ー
プ
の
事
業
（
新
品
目
・
新
技

術
・
新
作
型
等
導
入
支
援
事
業
）
」

を
活
用
し
、
新
品
目
と
し
て
ソ
ラ
マ

メ
の
栽
培
を
始
め
ま
し
た
。
収
穫
し

小
橋
　
誠
一
さ
ん

　（
Ｊ
Ａ
高
知
は
た
大
方
支
所
露
地
部
会
）

　
土
佐
山
田
町
で
40
年
以
上
ニ
ラ
を

栽
培
し
て
い
る
西
山
和
夫
さ
ん

（
67
）
は
、
平
成
28
年
度
に
「
ニ
ラ

の
そ
ぐ
り
作
業
の
省
力
化
に
つ
な
が

る
機
械
導
入
を
支
援
す
る
Ｊ
Ａ
グ

ル
ー
プ
の
事
業
（
ニ
ラ
そ
ぐ
り
機
導

入
支
援
事
業
）
」
を
活
用
し
、
ニ
ラ

ＪＡグループ高知の目指す姿

平成28～30年度の取り組み

①持続可能な農業の実現

農業者の所得増大
農業生産の拡大 地域の活性化最重点

　消費者の信頼に応え、協同の力で安全で安心
な高知県産農畜産物を持続的・安定的に供給で
きる地域農業と農業者の所得向上を支える姿

③食と農を基軸として
地域に根ざした協同組合の確立

　「食と農を基軸として地域に
根ざした協同組合」として、地域
に必要とされ存立している姿

②豊かでくらしやすい地域社会の実現

　総合事業を通じて地域の生活インフラ機能の一
翼を担い、協同の力で豊かでくらしやすい地域社会
の実現に貢献している姿

重点実施分野

ＪＡグループ高知の目指す姿とこの３年間の取り組み

（実践事項）
・ 主要品目部会の所得向上に向けた対応強化
・ 大規模担い手農業者の所得向上に向けた対応強化
　など７事項

（実践事項）
・ 安心してくらせる豊かな地域づくりへの役割発揮
・ 食と農を通じたＪＡと組合員・地域住民との関係づくり

ＪＡグループ高知の自己改革

県域ＪＡ

平成29年5月発行平成29年5月発行

を
活
用
し
て
組
合
員
22
人
が
計
22
台

の
ニ
ラ
そ
ぐ
り
機
を
導
入
し
、
産
地

を
守
っ
て
い
ま
す
。

　
高
知
市
春
野
町
で
キ
ュ
ウ
リ
を
生

産
す
る
矢
野
清
和
さ
ん
（
49
）
は
、

研
修
生
の
受
け
入
れ
を
行
い
、
担
い

手
育
成
に
力
を
入
れ
て
い
ま
す
。
現

在
、
３
人
の
研
修
生
が
矢
野
さ
ん
に

指
導
を
受
け
な
が
ら
、
栽
培
技
術
を

学
ん
で
い
ま
す
。

　
矢
野
さ
ん
は
「
研
修
内
容
を
充
実

さ
せ
た
い
」
と
、
平
成
28
年
度
に

「
研
修
生
の
受
け
入
れ
、
育
成
を
行

う
農
業
者
を
支
援
す
る
Ｊ
Ａ
グ
ル
ー

プ
の
事
業
（
担
い
手
育
成
支
援
事

業
）
」
を
申
請
し
ま
し
た
。
助
成
金

は
、
主
に
研
修
生
の
福
利
厚
生
に
活

用
す
る
見
込
み
で
、
今
後
は
季
節
の

行
事
な
ど
も
積
極
的
に
行
い
農
業
に

興
味
を
持
っ
て
も
ら
う
き
っ
か
け
の

自己改革特集号 （4）（1）

ＪＡグループ高知　
自己改革
特集号

ＪＡ自己改革の実践に全力
農
業
者
と
地
域
社
会
が
求
め
る
J
Aへ

高知県農業協同組合中央会 現場の声基に支援強化
独
自
助
成
で
産
地
も
活
性
化

平成29年5月

西
山
　
和
夫
さ
ん

　（
Ｊ
Ａ
土
佐
香
美
ニ
ラ
部
会
）

矢
野
　
清
和
さ
ん

　（
Ｊ
Ａ
高
知
春
野
き
ゅ
う
り
部
会
）

明日の農業を応援します
日本の食と農、いのち、くらしを守る視点で報道
農家経営や地域農業振興に役立つ専門情報と生活情報
購読料 1カ月2,623円（税込）

役立つ食農情報を毎日お届け

お問い合わせ・購読の申し込みは最寄りのＪＡへ

高
知
県
農
業
協
同
組
合
中
央
会

　
　
　
会
長  

久
岡
　
隆

し
て
定
め
、
実
効
性
を
上
げ
る
た
め

に
組
合
員
と
徹
底
し
た
話
し
合
い
を

行
い
、
主
要
品
目
部
会
や
大
規
模
担

い
手
農
業
者
の
所
得
向
上
、
新
た
な

担
い
手
の
育
成
な
ど
の
実
施
具
体
策

に
基
づ
い
て
行
動
し
て
い
き
ま
す
。

実
践
」
に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。

　
自
己
改
革
に
終
わ
り
は
あ
り
ま
せ

ん
が
、
と
り
わ
け
平
成
28
年
度
〜
30

年
度
の
３
か
年
は
「
農
業
者
の
所
得

増
大
」
「
農
業
生
産
の
拡
大
」
「
地

域
の
活
性
化
」
を
重
点
実
施
分
野
と

　
Ｊ
Ａ
グ
ル
ー
プ
高
知
の
目
指
す
姿

は
、
①
持
続
可
能
な
農
業
の
実
現
②

豊
か
で
く
ら
し
や
す
い
地
域
社
会
の

実
現
③
協
同
組
合
と
し
て
の
役
割
発

揮
の
３
つ
で
あ
り
、
そ
の
実
現
に
向

け
て
総
力
を
挙
げ
て
「
自
己
改
革
の

取
り
組
ん
で
い
き
ま
す
。
ま

た
、
県
域
Ｊ
Ａ
の
ス
ケ
ー
ル

メ
リ
ッ
ト
を
生
か
し
、「
食

と
農
」
を
結
び
付
け
る
中
核

拠
点
と
し
て
、
高
知
市
に
大

規
模
直
販
所
を
設
置
す
る
準

備
を
進
め
る
な
ど
、
先
の
Ｊ

Ａ
大
会
の
決
議
を
実
践
し
て

い
き
ま
す
。

　
協
同
組
合
で
あ
る
Ｊ
Ａ

は
、
組
合
員
が
主
役
の
組
織

で
あ
り
、
そ
の
声
を
事
業
や

活
動
に
反
映
し
な
が
ら
地
域

と
営
農
と
く
ら
し
を
豊
か
に

す
る
組
織
で
す
。
自
己
改
革

の
実
践
に
当
た
っ
て
は
、
今

一
度
こ
の
原
点
に
立
ち
、
組

合
員
と
の
徹
底
し
た
話
し
合

い
の
も
と
、
Ｊ
Ａ
運
営
に
取

り
組
ん
で
い
く
所
存
で
す
。

目
に
見
え
る
成
果
を
実
現

し
、
組
合
員
か
ら
〝
う
ち
の

Ｊ
Ａ
は
頼
り
に
な
る
〞
と
評

価
を
い
た
だ
け
る
よ
う
全
力

で
取
り
組
ん
で
ま
い
り
ま

す
。

　
Ｊ
Ａ
グ
ル
ー
プ
高
知
で

は
、
第
33
回
高
知
県
Ｊ
Ａ
大

会
に
お
い
て
自
己
改
革
を
よ

り
具
体
的
に
実
践
し
て
い
く

た
め
「
農
業
者
の
所
得
増
大

・
農
業
生
産
の
拡
大
」
「
地

域
の
活
性
化
」
に
取
り
組
む

こ
と
を
決
議
し
ま
し
た
。

　
特
に
、「
農
業
者
の
所
得

増
大
・
農
業
生
産
の
拡
大
」

に
お
い
て
は
、
Ｊ
Ａ
と
県
域

の
連
合
会
が
協
力
し
、
組
合

員
を
含
め
た
個
々
の
農
業
者

の
ニ
ー
ズ
に
応
え
る
た
め
、

県
域
担
い
手
サ
ポ
ー
ト
連
絡

協
議
会
を
組
織
し
、
総
額
６

億
円
を
基
に
し
た
高
知
県
独

自
の
助
成
事
業
を
構
築
し
て

平
成
28
年
度
か
ら
取
り
組
み

を
始
め
て
い
ま
す
。

　
ま
た
、
平
成
29
年
１
月
に

は
県
内
12
Ｊ
Ａ
で
、
県
域
Ｊ

Ａ
統
合
に
関
す
る
議
案
が
承

認
さ
れ
ま
し
た
。
自
己
改
革

の
手
段
と
し
て
位
置
付
け
、

県
内
Ｊ
Ａ
、
連
合
会
と
共
に

組合員の営農とくらしを豊かに

平成29年5月
（2017年）

http://www.ja-kochi.jp/

高知

　
自
己
改
革
に
向
け
て
取
り
組
む
Ｊ

Ａ
グ
ル
ー
プ
高
知
で
は
、
多
様
な
農

業
者
へ
の
支
援
を
強
化
す
る
手
段
と

し
て
、
平
成
27
年
度
に
「
県
域
担
い

手
サ
ポ
ー
ト
連
絡
協
議
会
」
を
立
ち

上
げ
ま
し
た
。
協
議
会
で
は
、Ｊ
Ａ
と

連
携
し
な
が
ら
訪
問
活
動
等
を
通
じ
て
農
業
者
が
何
を
必
要
と
し
て
い
る
の
か
を

共
に
考
え
、
生
産
現
場
の
声
を
形
に
す
る
お
手
伝
い
を
し
て
い
ま
す
。
ま
た
、
平

成
28
年
度
か
ら
は
Ｊ
Ａ
グ
ル
ー
プ
高
知
独
自
の
助
成
事
業
と
し
て
「
県
域
企
画
応

援
事
業
」
を
設
け
、
担
い
手
育
成
に
取
り
組
む
農
業
者
や
新
規
就
農
者
、
新
し
い

品
目
や
技
術
の
導
入
に
挑
戦
す
る
農
業
者
等
を
支
援
し
て
い
ま
す
。Ｊ
Ａ
グ
ル
ー

プ
高
知
で
は
、
こ
れ
か
ら
も
「
自
己
改
革
」
の
歩
み
を
加
速
さ
せ
な
が
ら
、
「
農

業
者
の
所
得
増
大
・
農
業
生
産
の
拡
大
」「
地
域
の
活
性
化
」
に
全
力
で
取
り
組

ん
で
い
き
ま
す
。

　
政
府
は
、
平
成
26
年
６
月
か
ら
平
成
31
年
５
月
ま
で
の
５
年
間
を
農
協
改
革
集

中
推
進
期
間
と
定
め
て
い
ま
す
。
Ｊ
Ａ
グ
ル
ー
プ
高
知
で
は
改
革
の
ス
ピ
ー
ド
を

速
め
、
組
合
員
や
地
域
に
よ
り
一
層
必
要
と
さ
れ
る
Ｊ
Ａ
と
な
る
よ
う
、
一
丸
と

な
っ
て
取
り
組
み
、
改
革
を
着
実
に
実
行
し
て
い
き
ま
す
。

そ
ぐ
り
機
を
導
入
し
ま
し
た
。

　
地
域
に
は
、
西
山
さ
ん
と
同
年
代

の
そ
ぐ
り
手
が
ほ
と
ん
ど
で
、
年
々

人
手
不
足
が
深
刻
な
問
題
に
な
っ
て

い
ま
し
た
。
「
こ
の
ま
ま
で
は
現
状

の
経
営
を
続
け
て
い
け
な
い
」
と
、

そ
ぐ
り
機
の
導
入
を
検
討
し
て
き
ま

し
た
。
導
入
コ
ス
ト
や
ス
ペ
ー
ス
の

問
題
が
あ
り
、
な
か
な
か
決
断
で
き

ま
せ
ん
で
し
た
が
、
Ｊ
Ａ
の
営
農
指

導
員
か
ら
事
業
の
話
を
聞
き
、
導
入

を
決
め
ま
し
た
。

　
現
在
、
妻
の
幸
恵
さ
ん
と
、
３
人

の
作
業
員
を
雇
い
１
５
８
㌃
を
経
営

し
て
い
ま
す
。
西
山
さ
ん
は
「
ニ
ラ

そ
ぐ
り
機
を
導
入
し
た
結
果
、
作
業

の
進
み
具
合
が
早
く
な
り
ま
し
た
。

作
業
効
率
や
出
来
栄
え
も
よ
く
、
自

分
た
ち
な
り
に
工
夫
し
な
が
ら
使
っ

て
い
き
た
い
で
す
」
と
、
導
入
し
た

こ
と
を
喜
ん
で
い
ま
し
た
。

　
Ｊ
Ａ
土
佐
香
美
管
内
で
は
、
事
業

場
を
つ
く
り
た
い
と
意
欲
を
示
し
て

い
ま
す
。
現
在
、
Ｊ
Ａ
高
知
春
野

き
ゅ
う
り
部
会
の
副
部
会
長
と
し
て

も
活
動
し
て
い
る
矢
野
さ
ん
。
以
前

か
ら
、
過
疎
化
や
高
齢
化
な
ど
で
、

農
業
や
農
地
の
維
持
が
で
き
な
く
な

る
こ
と
に
危
機
感
を
感
じ
て
い
た
と

い
い
ま
す
。

　
矢
野
さ
ん
は
、
「
事
業
は
、
農
家

が
研
修
生
を
受
け
入
れ
る
き
っ
か
け

に
な
る
と
思
い
ま
す
。
受
け
入
れ
に

消
極
的
だ
っ
た
農
家
の
意
識
を
変
え

る
こ
と
が
で
き
る
の
で
は
な
い
で

し
ょ
う
か
」
と
、
事
業
と
協
議
会
の

今
後
に
期
待
し
て
い
ま
す
。

　
Ｊ
Ａ
高
知
春
野
管
内
で
は
、
矢
野

さ
ん
を
含
め
20
戸
が
事
業
を
活
用
し

て
計
26
人
の
研
修
生
を
受
け
入
れ
て

い
ま
す
。

た
ソ
ラ
マ
メ
は
、
４
月
か
ら
Ｊ
Ａ
高

知
は
た
大
方
支
所
園
芸
集
出
荷
場
に

出
荷
し
て
い
ま
す
。

　
昨
年
ま
で
は
シ
シ
ト
ウ
に
絞
っ
て

栽
培
し
て
い
ま
し
た
が
、
他
の
品
目

も
作
っ
て
み
た
い
と
の
思
い
が
あ

り
、
Ｊ
Ａ
の
営
農
指
導
員
か
ら
今
回

の
事
業
と
ソ
ラ
マ
メ
の
紹
介
を
受
け

て
取
り
組
み
を
始
め
ま
し
た
。
「
シ

シ
ト
ウ
は
収
穫
期
間
が
長
く
パ
ッ
ク

詰
め
作
業
が
大
変
な
の
で
、
作
業
的

に
重
な
ら
な
い
品
目
を
模
索
し
て
い

ま
し
た
」
と
振
り
返
り
ま
す
。

　
小
橋
さ
ん
は
大
月
町
や
県
外
の
産

地
を
視
察
し
た
ほ
か
、
営
農
指
導
員

か
ら
栽
培
技
術
を
学
び
、
昨
年
10

月
、
５
㌃
に
７
５
０
本
を
定
植
し
ま

し
た
。
「
支
柱
な
ど
の
必
要
資
材
を

全
て
買
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
か
っ
た

の
で
、
事
業
の
お
か
げ
で
思
い
切
っ

て
栽
培
す
る
こ
と
が
で
き
ま
し
た
」

と
、
喜
ん
で
い
ま
す
。

　
ま
た
、
妻
の
三
枝
さ
ん
（
51
）
も

「
ソ
ラ
マ
メ
は
大
き
い
の
で
詰
め
る

作
業
が
楽
。
シ
シ
ト
ウ
と
の
組
み
合

わ
せ
も
適
し
て
い
ま
し
た
」
と
、
ほ

ほ
笑
み
ま
す
。
小
橋
さ
ん
夫
婦
は
初

め
て
の
収
穫
に
手
応
え
を
感
じ
、
来

年
は
作
付
面
積
を
７
㌃
に
拡
大
す
る

予
定
で
す
。

　
Ｊ
Ａ
高
知
は

た
管
内
で
は
、

事
業
を
活
用
し

て
ソ
ラ
マ
メ
の

ほ
か
、
タ
マ
ネ

ギ
、
芽
キ
ャ
ベ

ツ
な
ど
の
試
験

栽
培
に
取
り
組

ん
で
い
ま
す
。

　
黒
潮
町
の
小
橋
誠
一
さ
ん
（
58
）

は
、
平
成
28
年
度
に
「
地
域
ご
と
の

新
た
な
取
り
組
み
を
支
援
す
る
Ｊ
Ａ

グ
ル
ー
プ
の
事
業
（
新
品
目
・
新
技

術
・
新
作
型
等
導
入
支
援
事
業
）
」

を
活
用
し
、
新
品
目
と
し
て
ソ
ラ
マ

メ
の
栽
培
を
始
め
ま
し
た
。
収
穫
し

小
橋
　
誠
一
さ
ん

　（
Ｊ
Ａ
高
知
は
た
大
方
支
所
露
地
部
会
）

　
土
佐
山
田
町
で
40
年
以
上
ニ
ラ
を

栽
培
し
て
い
る
西
山
和
夫
さ
ん

（
67
）
は
、
平
成
28
年
度
に
「
ニ
ラ

の
そ
ぐ
り
作
業
の
省
力
化
に
つ
な
が

る
機
械
導
入
を
支
援
す
る
Ｊ
Ａ
グ

ル
ー
プ
の
事
業
（
ニ
ラ
そ
ぐ
り
機
導

入
支
援
事
業
）
」
を
活
用
し
、
ニ
ラ

ＪＡグループ高知の目指す姿

平成28～30年度の取り組み

①持続可能な農業の実現

農業者の所得増大
農業生産の拡大 地域の活性化最重点

　消費者の信頼に応え、協同の力で安全で安心
な高知県産農畜産物を持続的・安定的に供給で
きる地域農業と農業者の所得向上を支える姿

③食と農を基軸として
地域に根ざした協同組合の確立

　「食と農を基軸として地域に
根ざした協同組合」として、地域
に必要とされ存立している姿

②豊かでくらしやすい地域社会の実現

　総合事業を通じて地域の生活インフラ機能の一
翼を担い、協同の力で豊かでくらしやすい地域社会
の実現に貢献している姿

重点実施分野

ＪＡグループ高知の目指す姿とこの３年間の取り組み

（実践事項）
・ 主要品目部会の所得向上に向けた対応強化
・ 大規模担い手農業者の所得向上に向けた対応強化
　など７事項

（実践事項）
・ 安心してくらせる豊かな地域づくりへの役割発揮
・ 食と農を通じたＪＡと組合員・地域住民との関係づくり

ＪＡグループ高知の自己改革

県域ＪＡ

22 23

日
本
農
業
新
聞
　
自
己
改
革
特
集
号



早
期
米
の
普
及
拡
大

　

新
品
種
導
入
を
推
進

Ｊ
Ａ
高
知
市

ニ
ラ
調
製
作
業
を
一
元
化  

そ
ぐ
り
機
で
労
力
減

Ｊ
Ａ
コ
ス
モ
ス

耕
作
放
棄
地
解
消
へ

　

規
模
拡
大
と
省
力
化

Ｊ
Ａ
土
佐
く
ろ
し
お

（1）

ＪＡグループ高知　
自己改革
特集号

現
場
ニ
ー
ズ
に
応
え
る
16
事
業
で
支
援

自
己
改
革
へ 

独
自
助
成
盛
ん

高知県農業協同組合中央会

平成29年10月

平成29年10月
（2017年）

　
Ｊ
Ａ
グ
ル
ー
プ
高
知
で
つ
く
る

県
域
担
い
手
サ
ポ
ー
ト
連
絡
協
議

会
は
、
２
０
１
６
年
度
か
ら
農
林

中
央
金
庫
と
連
携
し
て
県
内
の
生

産
者
向
け
に
独
自
の
助
成
事
業
を

行
っ
て
い
る
。
１７
年
度
は
、
高
度
化
し
て
い
る
担
い
手
ニ
ー
ズ
に
対
応
す
る

た
め
事
業
メ
ニ
ュ
ー
を
見
直
し
、
全
１６
事
業
で
地
域
農
業
を
サ
ポ
ー
ト
す
る
。

今
年
度
の
予
算
規
模
は
２
億
５
０
０
０
万
円
。

現地検討会で栽培状況を確認する生産者

協議会が作成した
ＰＲパンフ

　
Ｊ
Ａ
高
知
市
は
、
「
新
品
目
・
新
技

術
・
新
作
型
等
導
入
支
援
事
業
」
を
活

用
し
て
早
期
米
の
新
た
な
品
種
の
導
入

に
力
を
入
れ
て
い
る
。
市
内
７
地
区
の

水
稲
生
産
者
７
人
の
協
力
を
得
て
、
高

温
耐
性
の
極
早
生
新
品
種
「
高
育
７６

号
」
の
試
験
栽
培
（
３
・
８
㌶
）
を
実

施
。
品
質
、
食
味
、
収
量
と
も
に
、
同

時
期
に
収
穫
で
き
る
「
ナ
ツ
ヒ
カ
リ
」

を
上
回
る
結
果
が
得
ら
れ
た
。
Ｊ
Ａ
で

は
水
稲
生
産
者
の
所
得
向
上
に
向
け
、

地
元
行
政
ら
と
連
携
し
て
栽
培
技
術
の

確
立
と
普
及
拡
大
に
取
り
組
ん
で
い

く
。

　
管
内
は
、
早
期
米
の
産
地
で
「
南
国

そ
だ
ち
」
「
ナ
ツ
ヒ
カ
リ
」
「
コ
シ
ヒ

カ
リ
」
の
リ
レ
ー
出
荷
を
し
て
い
る
。

地
球
温
暖
化
の
影
響
と
見
ら
れ
る
、
高

温
障
害
に
よ
る
白
未
熟
粒
の
発
生
な
ど

品
質
面
で
の
向
上
が
課
題
。
Ｊ
Ａ
は
県

農
業
技
術
セ
ン
タ
ー
が
開
発
し
た
高
温

耐
性
で
良
食
味
の
新
品
種
の
試
験
栽
培

に
取
り
組
ん
だ
。

　
Ｊ
Ａ
は
、
水
稲
生
産
者
ら
と
現
地

検
討
会
や
生
育
調
査
を
重
ね
、
栽
培

状
況
や
肥
料
の
違
い
に
よ
る
収
量
や

食
味
の
影
響
を
分
析
。
今
作
の
１０
㌃

当
た
り
収
量
は
平
均
５
４
０
㌔
で
、

１
等
米
比
率
は
７９
％
。
１１
月
に
は
管

内
の
水
稲
生
産
者
を
対
象
に
結
果
報

告
を
行
い
、
次
年
度
の
本
格
生
産
に

向
け
て
新
品
種
を
ア
ピ
ー
ル
し
て
い

く
予
定
だ
。

　　
Ｊ
Ａ
コ
ス
モ
ス
は
、
昨
年
度
の

「
ニ
ラ
そ
ぐ
り
機
導
入
支
援
事
業
」

を
活
用
し
て
、
高
品
質
な
ニ
ラ
の
出

荷
に
力
を
入
れ
て
い
る
。
従
来
、

個
々
の
生
産
者
が
行
っ
て
い
た
調
製

作
業
を
Ｊ
Ａ
内
で
一
元
化
さ
せ
、
農

業
生
産
の
拡
大
を
後
押
し
し
て
い

る
。

　
Ｊ
Ａ
は
、
高
齢
化
す
る
そ
ぐ
り
手

対
策
を
検
討
。
調
製
作
業
の
労
力
と

時
間
の
軽
減
を
目
指
し
、
佐
川
町
の

永
野
共
同
集
出
荷
場
に
「
そ
ぐ
り
・

計
量
結
束
セ
ン
タ
ー
」
を
設
け
た
。

セ
ン
タ
ー
に
は
同
事
業
で
導
入
し
た

そ
ぐ
り
機
２
台
、
計
量
結
束
機
１
台

を
設
置
。
Ｊ
Ａ
で
雇
用
す
る
作
業
員

ら
が
、
そ
ぐ
り
機
で
調
製
し
た
ニ
ラ

を
計
量
結
束
機
で
パ
ー
シ
ャ
ル
包
装

す
る
な
ど
し
て
出
荷
作
業
に
励
ん
で

出荷量が増えるなど生産者からも好評の計量結束機

担
い
手
育
成
に
力
点

　

研
修
生
受
け
入
れ
支
援

Ｊ
Ａ
高
知
は
た

　
Ｊ
Ａ
土
佐
く
ろ
し
お
の
出
資
法
人

「
土
佐
く
ろ
し
お
村
村
営
み
の
り
」

は
、
「
Ｊ
Ａ
出
資
法
人
規
模
拡
大
・

省
力
化
支
援
事
業
」
を
活
用
し
て
地

域
の
水
稲
生
産
を
サ
ポ
ー
ト
し
て
い

る
。
８
月
に
は
同
事
業
を
活
用
し
て

新
た
な
中
型
コ
ン
バ
イ
ン
を
１
台

導
入
し
、
水
稲
の
受
託
面
積
を
拡

大
し
た
。
農
地
の
集
積
・
利
用
の

一
翼
を
担
い
、
耕
作
放
棄
地
の
解 導入した中型コンバイン

研修生にトラクターの乗り方を教える松田さん㊨

い
る
。
調
製
作
業
を
機
械
化
し
た
結

果
、
８
月
の
出
荷
量
は
５０
・
７
㌧
。

前
年
同
月
と
比
べ
て
約
１
１
６
％
に

増
加
し
た
。

　
Ｊ
Ａ
営
農
販
売
部
の
平
野
辰
彦

さ
ん
は
「
そ
ぐ
り
機
・
計
量
結
束

機
の
能
力
を
フ
ル
に
発
揮
し
て
い

け
る
よ
う
に
、
作
業
員
の
習
熟
度

を
向
上
さ
せ
て
い
き
た
い
。
セ
ン

タ
ー
を
ニ
ラ
の
生
産
振
興
に
お
け

る
中
核
施
設
に
位
置
付
け
て
産
地

の
維
持
・
拡
大
に
取
り
組
む
と
と

も
に
、
担
い
手
の
確
保
、
生
産
者

の
所
得
向
上
を
目
指
し
て
い
く
」

と
意
気
込
ん
だ
。

消
を
目
指
す
。

　
同
法
人
は
、
高
齢
化
す
る
水
稲
生

産
者
の
支
援
を
目
的
に
２
０
１
５
年

４
月
に
設
立
。
同
年
の
受
託
面
積
は

　
Ｊ
Ａ
高
知
は
た
は
、
「
担
い
手
育

成
支
援
事
業
」
を
活
用
し
、
管
内
で

就
農
を
目
指
す
担
い
手
の
育
成
に
力

を
入
れ
て
い
る
。
Ｊ
Ａ
の
品
目
部
会

の
部
員
を
中
心
に
研
修
生
を
受
け
入

れ
、
将
来
の
産
地
づ
く
り
を
見
据
え

て
担
い
手
の
確
保
を
目
指
す
。

　
Ｊ
Ａ
は
、
市
町
村
の
支
援
メ

ニ
ュ
ー
を
利
用
し
て
研
修
生
を
受
け

入
れ
て
い
る
部
会
員
や
農
業
公
社
を

対
象
に
助
成
内
容
を
紹
介
し
た
。
今

年
度
、
キ
ュ
ウ
リ
の
他
、
ミ
ョ
ウ
ガ

や
オ
ク
ラ
、
ブ
ロ
ッ
コ
リ
ー
部
会
の

部
員
な
ど
、
管
内
３
市
２
町
１
村
の

法
人
組
織
を
含
む
１６
戸
が
事
業
を
活

用
し
て
い
る
。
助
成
予
定
額
は
計
５

５
８
万
円
。

　
Ｊ
Ａ
を
通
し
て
事
業
を
申
請
し
た

黒
潮
町
の
松
田
健
二
さ
ん
（
５０
）

は
、
２７
㌃
で
キ
ュ
ウ
リ
を
栽
培
す

る
。
青
壮
年
部
員
と
し
て
町
内
の
小

学
生
の
食
農
教
育
に
１０
年
以
上
携
わ

る
な
ど
、
担
い
手
と
し
て
地
域
や
Ｊ

Ａ
の
期
待
は
大
き
い
。
松
田
さ
ん
は

昨
年
度
か
ら
研
修
生
を
受
け
入
れ
、

「
事
業
の
助
成
を
受
け
て
施
設
を
整

備
で
き
、
研
修
内
容
を
充
実
さ
せ
る

こ
と
が
で
き
た
。
研
修
生
に
は
技
術

だ
け
で
は
な
く
、
農
家
の
取
り
組
み

方
や
考
え
方
を
肌
で
感
じ
て
ほ
し

い
」
と
ほ
ほ
笑
む
。

６
・
７
㌶
で
、
１７
年
度
に
は
１３
㌶
ま

で
増
加
し
た
。
法
人
で
は
、
狭
小
な

農
地
の
要
望
を
踏
ま
え
、
事
業
を
活

用
し
て
受
託
条
件
に
適
し
た
農
業
機

械
の
導
入
に
踏
み
切
っ
た
。
飼
料
用

米
を
中
心
に
栽
培
、
管
理
全
般
を
請

け
負
い
、
荒
廃
す
る
農
地
へ
歯
止
め

を
か
け
る
。
鳥
獣
対
策
や
地
域
の
景

観
保
全
に
も
期
待
が
か
か
る
。

　
管
内
は
、
ミ
ョ
ウ
ガ
の
市
場
販
売

高
６１
億
円
を
誇
る
県
内
有
数
の
施
設

園
芸
地
帯
。
盛
ん
な
園
芸
の
一
方
、

水
稲
栽
培
は
生
産
者
の
高
齢
化
で
担

い
手
不
足
に
陥
っ
て
い
る
。
同
法
人

の
横
山
裕
全
業
務
部
長
は
「
事
業
を

活
用
し
て
コ
ン
バ
イ
ン
を
追
加
導
入

で
き
、
作
業
の
効
率
化
が
進
ん
だ
。

山
間
地
帯
の
水
田
に
も
対
応
し
、
地

域
の
期
待
に
応
え
て
い
く
」
と
意
気

込
む
。

自己改革特集号 （2）

JA出資法人  地域の担い手けん引
生産拡大・効率化へ注力

生産者らの協力を得て定植する有光専務㊧と研修生

　
Ｊ
Ａ
南
国
市
の
農
業
生
産
法
人

「
南
国
ス
タ
イ
ル
」
が
運
営
し
て
い

る
次
世
代
型
園
芸
ハ
ウ
ス
で
、
９
月

上
旬
に
定
植
し
た
ピ
ー
マ
ン
が
収
穫

期
を
迎
え
て
い
る
。
今
年
で
２
期
目

と
な
り
、
法
人
は
年
間
１
７
７
㌧

（
パ
プ
リ
カ
７７
㌧
、
ピ
ー
マ
ン
１
０

０
㌧
）
の
収
穫
量
を
見
込
む
。

　
今
年
２
月
に
完
成
し
た
ハ
ウ
ス

は
、
７０
㌃
（
軒
高
５
・
５
㍍
）
で
炭

酸
ガ
ス
濃
度
な
ど
の
環
境
制
御
技
術

を
備
え
る
。
温
度
や
湿
度
、
炭
酸
ガ

ス
濃
度
な
ど
を
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
ー
で

管
理
し
、
自
動
制
御
で
養
液
栽
培
す

る
。
１
期
目
の
定
植
を
２
月
中
旬
に

行
い
、
３
月
末
か
ら
７
月
中
旬
ま
で

に
パ
プ
リ
カ
２０
㌧
、
ピ
ー
マ
ン
２５
・

６
㌧
を
収
穫
し
た
。

　
同
法
人
で
は
、
２
０
１
２
年
ご
ろ

か
ら
整
水
器
メ
ー
カ
ー
日
本
ト
リ
ム

と
共
同
で
電
解
水
素
水
の
実
証
試
験

を
開
始
。
青
ネ
ギ
な
ど
の
茎
葉
菜
類

で
増
収
効
果
が
得
ら
れ
、
農
産
物
の

抗
酸
化
力
な
ど
の
機
能
性
の
向
上
に

も
つ
な
が
っ
た
。
今
期
は
、
施
設
内

で
の
電
解
水
素
水
の
検
証
に
も
力
を

入
れ
、
高
収
量
の
パ
プ
リ
カ
、
ピ
ー

マ
ン
栽
培
に
取
り
組
ん
で
い
く
。

　
同
法
人
の
秦
泉
寺
雅
一
社
長
（
Ｊ

Ａ
南
国
市
専
務
）
は
「
課
題
は
あ
っ

た
も
の
の
、
先
が
見
え
た
よ
う
に
思

う
。
今
年
は
し
っ
か
り
と
計
画
通
り

の
成
果
を
上
げ
ら
れ
る
よ
う
職
員
一

丸
と
な
っ
て
頑
張
り
た
い
」
と
話
し

た
。

次
世
代
型
ハ
ウ
ス
好
調
　
収
量
増
へ
期
待
大

1期目から導入した電解水素水の検証にも
力を入れる

Ｊ
Ａ
南
国
市

　
Ｊ
Ａ
コ
ス
モ
ス
の
農
業
生
産
法
人

「
コ
ス
モ
ス
ア
グ
リ
サ
ポ
ー
ト
」

が
、
本
格
稼
働
を
始
め
た
。
基
幹
品

目
の
ト
マ
ト
生
産
を
軸
に
事
業
展
開

し
、
地
域
農
業
の
生
産
拡
大
に
力
を

入
れ
る
。
ト
マ
ト
産
地
を
担
う
新
た

な
存
在
と
し
て
期
待
が
か
か
る
。

　
同
法
人
は
、
地
域
農
業
の
担
い

手
機
能
の
発
揮
、
新
規
就
農
者
の

育
成
な
ど
を
目
的
に
昨
年
９
月
に
発

足
し
た
。
管
内
の
日
高
村
で
ロ
ッ
ク

ト
マ
ト
、
シ
ュ
ガ
ー
ト
マ
ト
を
生
産

す
る
他
、
研
修
生
を
受
け
入
れ
地
域

の
後
継
者
確
保
に
も
取
り
組
む
予

定
。

　
栽
培
面
の
効
率
化
を
図
る
た
め
、

ロ
ッ
ク
ト
マ
ト
は
水
耕
ロ
ッ
ク
ウ
ー

ル
栽
培
す
る
。
土
耕
栽
培
と
異
な
り

管
理
が
し
や
す
い
。
ロ
ッ
ク
ト
マ
ト

は
１０
月
下
旬
か
ら
翌
年
６
月
、
シ
ュ

ガ
ー
ト
マ
ト
は
１１
月
下
旬
か
ら
６
月

ま
で
収
穫
す
る
。
現
在
、
法
人
・
Ｊ

Ａ
の
役
職
員
が
共
同
で
苗
の
定
植
な

ど
を
行
っ
て
い
る
。

　
同
法
人
の
大
原
光
鶴
社
長
（
Ｊ
Ａ

コ
ス
モ
ス
専
務
）
は
「
事
業
を
何
と

し
て
も
成
功
さ
せ
る
気
持
ち
で
、
Ｊ

Ａ
と
法
人
が
一
体
と
な
っ
て
取
り
組

ん
で
い
る
」
と
話
し
た
。

ト
マ
ト
軸
に
本
格
稼
働
　
担
い
手
確
保
も

法人・ＪＡの役職員が共同でロックトマトの苗を定植

Ｊ
Ａ
コ
ス
モ
ス

　
Ｊ
Ａ
土
佐
あ
き
の
出
資
法
人
「
ア

グ
リ
ー
ド
土
佐
あ
き
」
が
２
年
目
の

活
動
を
ス
タ
ー
ト

さ
せ
た
。
担
い
手

の
育
成
な
ど
を
通

じ
て
地
域
一
体
で

全
国
一
の
ナ
ス
産

地
を
支
え
、
昨
年

度
を
上
回
る
生
産

量
を
目
指
す
。

　
Ｊ
Ａ
は
、
２
０

１
５
年
１０
月
に
同

法
人
を
設
立
し

た
。
１６
年
８
月
か

ら
定
植
を
始
め
、

１
年
目
の
年
間
収

量
は
、
１０
㌃
当
た

り
２０
・
５
㌧
。
目

標
の
１８
㌧
を
超
え
る
結
果
に
、
同
法

人
の
有
光
大
専
務
（
３３
）
は
「
営
農

指
導
員
や
生
産
者
、
関
係
機
関
の
助

言
で
、
予
想
以
上
の
成
果
だ
。
今
作

は
研
修
生
が
卒
業
す
る
年
。
地
域
と

の
関
係
を
大
事
に
し
な
が
ら
、
前
作

以
上
の
成
果
を
目
指
し
た
い
」
と
話

し
た
。

　
定
植
作
業
に
は
、
Ｊ
Ａ
職
員
や

近
隣
の
生
産
者
ら
が
協
力
。
手
作

業
で
苗
を
丁
寧
に
植
え
付
け
た
。

同
法
人
の
長
野
隆
社
長
（
Ｊ
Ａ
土

佐
あ
き
組
合
長
）
は
「
組
合
員
や

地
域
の
方
の
協
力
で
２
年
目
を
迎

え
る
こ
と
が
で
き
た
。
地
域
農
業

の
維
持
・
発
展
に
向
け
て
着
実
に

事
業
を
進
め
た
い
」
と
意
気
込

む
。

　
同
法
人
は
昨
年
度
か
ら
農
業
生
産

事
業
、
作
業
受
委
託
事
業
、
担
い
手

支
援
事
業
な
ど
を
展
開
。
今
後
も
生

産
者
ら
と
連
携
し
、
地
域
農
業
の
生

産
基
盤
を
強
化
す
る
。

ナ
ス
10
㌃
収
18
㌧
達
成
　
２
年
目
も
振
興
へ
熱

Ｊ
Ａ
土
佐
あ
き

　
Ｊ
Ａ
土
佐
れ
い
ほ
く
の
出
資
法
人

「
れ
い
ほ
く
未
来
」
は
、
地
域
農
業

を
支
え
る
担
い
手
と
し
て
７
年
目
の

活
動
を
迎
え
た
。
農
業
経
営
や
担
い

手
の
育
成
に
取
り
組
み
、
農
業
生
産

の
拡
大
を
目
指
す
。

　
Ｊ
Ａ
は
、
地
域
農
業
の
衰
退
や

生
産
者
の
高
齢
化
に
対
応
す
る
た
め

２
０
１
１
年
に
同
法
人
を
設
立
。
地

元
の
生
産
者
、
Ｕ
・
Ｉ
タ
ー
ン
の
生

産
者
に
次
ぐ
第
３
の
担
い
手
と
し
て

位
置
付
け
る
。
水
稲
や
園
芸
作
物
の

作
業
受
託
、
農
業
経
営
、
担
い
手
育

成
な
ど
７
事
業
を
展
開
し
、
条
件
不

利
な
中
山
間
地
域
の
生
産
基
盤
の
強

化
を
図
る
。
Ｊ
Ａ
管
内
の
ブ
ラ
ン
ド

牛
「
土
佐
あ
か
う
し
」
の
生
産
拠
点

と
し
て
、
１５
年
に
畜
産
基
地
施
設

を
整
備
し
た
。
繁
殖
か
ら
肥
育
ま

で
の
一
貫
経
営
に
取
り
組
ん
で
お

り
、
１７
年
度
末
ま
で
に
繁
殖
牛
な

ど
計
２
５
０
頭
の
飼
養
を
見
込

む
。
１８
年
度
は
、
肉
牛
の
出
荷
を

年
間
４０
〜
５０
頭
予
定
し
て
い
る
。

飼
料
の
生
産
に
も
力
を
入
れ
、
平

野
部
で
の
稲
わ
ら
の
確
保
、
二
毛

作
に
よ
る
飼
料
生
産
で
増
頭
に
備

え
る
。

　
同
法
人
の
長
野
進
専
務
は
「
『
土

佐
あ
か
う
し
』
や
、
米
ナ
ス
な
ど
の

『
れ
い
ほ
く
八
菜
』
の
生
産
と
販
売

を
強
化
し
、
生
産
者
の
所
得
向
上
に

つ
な
げ
て
い
く
。
地
域
の
生
産
者
と

中
山
間
地
域
を
盛
り
上
げ
た
い
」
と

話
し
た
。

生
産
基
盤
強
化
　
畜
産
事
業
拡
大
へ
意
欲

「土佐あかうし」の増頭で地域全体を盛り上げる

Ｊ
Ａ
土
佐
れ
い
ほ
く
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｢あってよかった」目指し
総
合
事
業
で
持
続
可
能
な
地
域
づ
く
り

　
Ｊ
Ａ
グ
ル
ー
プ
高
知
は
、
２
０
１
５
年
（
平
成
２７
年
）
１１
月
の
第
３３
回

高
知
県
Ｊ
Ａ
大
会
で
「
農
業
者
の
所
得
増
大
・
農
業
生
産
の
拡
大
」「
地
域

の
活
性
化
」
に
取
り
組
ん
で
い
く
こ
と
を
決
議
し
ま
し
た
。
総
合
的
に
事

業
を
展
開
す
る
こ
と
で
あ
ら
ゆ
る
組
合
員
ニ
ー
ズ
に
応
え
、
組
合
員
か
ら

の
「
あ
っ
て
よ
か
っ
た
」
を
目
指
し
て
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。

Ｊ
Ａ
グ
ル
ー
プ
で
は
、
大
会
決
議
を
「
自
己

改
革
の
実
践
項
目
」
と
し
て
位
置
付
け
て
い
ま

す
。
①
持
続
可
能
な
農
業
の
実
現
、
②
豊
か
で

く
ら
し
や
す
い
地
域
社
会
の
実
現
、
③
食
と
農

を
基
軸
と
し
て
地
域
に
根
差
し
た
協
同
組
合
の

確
立
の
実
現
を
目
指
し
て
い
ま
す
。
日
頃
の
業

務
を
通
じ
た
組
合
員
と
の
対
話
活
動
や
訪
問
活

動
で
組
合
員
の
声
を
集
め
、
組
織
運
営
に
反
映

さ
せ
て
い
き
ま
す
。

県
内
１５
Ｊ
Ａ
は
、
い
ず
れ
も
総
合
事
業
を
通

じ
て
組
合
員
の
願
い
を
形
に
し
て
い
ま
す
。
准

組
合
員
を
含
む
組
合
員
に
金
融
サ
ー
ビ
ス
を
提

供
し
、
正
組
合
員
の
生
産
・
販
売
を
支
え
る
こ

と
で
組
合
員
の
営
農
や
地
域
の
生
活
イ
ン
フ
ラ

機
能
を
サ
ポ
ー
ト
し
て
い
ま
す
。
持
続
可
能
な

地
域
づ
く
り
に
は
Ｊ
Ａ
の
総
合
経
営
体
と
し
て

の
機
能
が
不
可
欠
で
、
中
山
間
地
域
を
多
く
抱

え
る
県
内
で
は
Ｊ
Ａ
の
役
割
の
発
揮
に
大
き
な

期
待
が
か
か
り
ま
す
。

現
在
、
政
府
の
規
制
改
革
推
進
会
議
は
、
１９

年
（
平
成
３１
年
）
５
月
ま
で
を
農
協
改
革
集
中

推
進
期
間
と
し
て
定
め
、
准
組
合
員
の
利
用
規

制
の
あ
り
方
を
２１
年
（
平
成
３３
年
）
３
月
ま
で

に
結
論
づ
け
る
こ
と
と
し
て
お
り
ま
す
。
結
果

次
第
で
は
Ｊ
Ａ
グ
ル
ー
プ
の
事
業
全
体
に
影
響

を
及
ぼ
し
か
ね
な
い
事
態
と
な
り
、
各
事
業
が

一
体
と
な
っ
て
機
能
す
る
総
合
経
営
体
の
存
続

危
機
は
、
地
域
を
支
え
る
仕
組
み
へ
の
影
響
に

直
結
す
る
問
題
で
も
あ
り
ま
す
。

Ｊ
Ａ
は
農
業
の
協
同
組
合
で
あ
り
、
事
業
が

互
い
に
補
完
し
合
い
な
が
ら
組
合
員
の
願
い
を

叶
え
る
組
織
で
す
。
地
域
に
根
差
し
た
組
織
で

あ
り
続
け
て
い
け
る
よ
う
、
こ
れ
か
ら
も
自
己
改

革
の
実
践
に
全
力
で
取
り
組
ん
で
い
き
ま
す
。

役
員
が
担
い
手
訪
問

　
施
設
園
芸
を
行
っ
て

い
ま
す
が
、
近
年
は
生

産
に
関
す
る
費
用
の
上

昇
な
ど
の
課
題
が
多
い
で
す
。
農
業
現
場
へ

Ｊ
Ａ
の
役
員
が
来
る
と
普
段
会
う
こ
と
も
少

な
い
の
で
構
え
て
し
ま
い
ま
す
が
、
会
議
室

で
会
話
す
る
よ
り
も
現
状
を
見
て
も
ら
う
こ

と
が
で
き
る
の
で
話
し
や
す
い
で
す
。

総合
事業

生産者のコメント 対
話
活
動

　昨年１０月の台風
の影響で家屋が一
部倒壊しました。被
害の翌日には、ＪＡ職

員が駆け付けてくれました。被
災した建物と同時に、私や家
族のことも気遣ってもらい、あ
の時は本当にＪＡ共済に加入し
ていてよかったと感じています。

契約者のコメント

　7年前から利用
しています。ヘル
パーの職員さんが
週３回、買い物や

掃除などをお世話してくれる
ので本当に助かっています。
職員さんとの会話も弾むの
で、訪れてくれるのが毎回楽
しみです。

利用者のコメント

職員ヘルパーが地域の高齢者宅を訪問

　2年前に法人化
し、環境制御型ハウ
スで大玉トマトを生
産しています。アグリ

シードファンドを活用することで
財務の安定化につなげていき
ます。トマトの生産を通じて地域
振興や雇用創出など社会貢献
も果たしていきたいです。

生産者のコメント

　付近にはスー
パーなどの量販店
がないので助かっ
ています。生鮮食

品を買えることに加え、買い
物に来た近所の人と集まるこ
とができるのも魅力です。運
転手の方も気さくに話してく
れるのでなじみやすいですね。

利用者のコメント

訪問介護事業

くらしの早期復旧を支える共済事業

地域のライフライン担う移動販売車購買事業

アグリシードファンド活用で基盤強化信用事業

自己改革特集号 （2）

協同組合は世界各国で活発
に活動しており、全世界で１０億
人が協同組合に加入しています。
国内の組合員数は約６５００

万人で、約２１０６万世帯が生活
協同組合（生協）を利用していま
す。農林漁業の生産額の約半
分が協同組合を通じて販売され
るなど、協同組合は日常生活に
身近な存在として事業、活動を
展開しています。

２０１６年（平成２８年）１１月、
「協同組合の思想と実践」が国連
教育科学文化機関（ユネスコ）の
無形文化遺産に登録されました。
雇用創出や高齢者支援などの今
日的な課題に、協同組合が創意
工夫ある解決策を生み出してい
るという評価を受けた結果です。
ＪＡグループも「食と農を基軸と

して地域に根差した協同組合」と
して、地域住民が安心してくらせ
る地域づくりに取り組んでいます。

今年４月、「日本協同組合連携
機構（ＪＣＡ）」が発足しました。全
国各地でＪＡ、ＪＦ、生協などが提
携して協同組合間連携の輪を
広げています。
ＪＡ、ＪＦと生協はこれまでの

「生産者対消費者」という構図
ではなく、安全・安心な食のサ
ポート役として連携して取り組ん
でいきます。
県内でも協同組合間の協同が

進んでいます。来年４月に高知市
内にリニューアルオープン予定の
大規模直販所「とさのさと」は、県
内のＪＦと連携して生鮮食品を取
り扱うこととしており、安全・安心な
農水産物を消費者に提供します。

ＪＡグループ高知は今年２月、
県と「県産農産物の販路拡大お
よび地域活性化に関する協定」
を締結しました。行政、民間企業

とも連携し、地域資源の有効活
用や地域の活性化に向けて６次
産業化を進めています。
個々に解決できない地域の課

題を共有し、「共同」から「協同」、
「協働」で地域、行政と一体と
なって地域づくりに取り組んでい
きます。

　農業協同組合（ＪＡ）、漁業協同組合（ＪＦ）をはじめとする
協同組合は、組合員の生活の向上を目的に組合員が出資
し、運営、利用する組織です。地域での過疎化、高齢化が進
む中、改めて協同組合の価値に注目が集まっています。

協同組合の組織数・組合員数

■世界の協同組合数

組合員数

■日本の協同組合数

組合員数

※ICA（国際協同組合同盟）、IYC（国際協同組合年）、JJC（日本協同組合連絡協議会）

約260万組織（国連調べ）   

約10億人（ICA調べ）   

約2万8000組織（IYC記念全国協議会・JJC調べ） 

約6500万人（IYC記念全国協議会・JJC調べ）

約260万組織（国連調べ）   

約10億人（ICA調べ）   

約2万8000組織（IYC記念全国協議会・JJC調べ） 

約6500万人（IYC記念全国協議会・JJC調べ）

県産農産物の販路拡大および地域活性化に関する協定
県産農産物等の認知度向上に関する事項
県産農産物等の競争力強化に関する事項
県産農産物等の国内外での販路開拓・販売拡大に関する事項
県産農産物等の6次産業化、ブランド化など、県内農業者等の所得増大・
地域活性化に資する事項
各地域における1次産業の生産拡大、関連する2次、3次産業の集積によ
る地域産業クラスターの形成に関する事項

協
定
の
主
な
概
要

日常生活に身近な
協同組合

世界的に高まる
協同組合の価値

共同から
協同、協働へ

広がる連携の輪

■世界の協同組合数

組合員数

■日本の協同組合数

組合員数

共同から協同、協働へ
協同組合の価値に注目集まる

協
定
を
締
結
し
た
Ｊ
Ａ
高
知
中
央
会
の

久
岡
隆
会
長
㊧
ら（
今
年
２
月
）

世界共通の協同組合マーク

大規模直販所「とさのさと」の完成イメージ
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日
本
農
業
新
聞
　
自
己
改
革
特
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号
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※上記の各JAの取り組みには、他のJAや地区で行われているものもあります。

主な取り組み

馬路村
 

柚子の加工販売事業など
 

高知市 無料職業紹介事業による労働者の確保／記帳代行など農家経営支援体制の強化／
カイラン菜など有望品目の産地拡大と販路開拓など

土佐くろしお 農産物市場110億円に向けた品質向上と収量アップ／販売手数料の引き下げ／
常勤役員による担い手全戸訪問／南海トラフ地震対策など

安芸地区

香美地区

土長地区

高知地区

仁淀川地区

高西地区

幡多地区

県域 担い手サポート事業／JA高知県の設立／大規模直販所「とさのさと」の設置／
肥料・農薬50品目の予約価格低減など

JA・地区

ハウスの高度化および環境制御技術の普及／安全・安心な「はたブランド」の販売拡大／
流出防止付重油タンクの設置など

米の買取販売／集落営農支援／個別コンサルも含めた農家経営支援／
四万十茶のブランド化／女性大学の開校など

集出荷場の整備／レンタルハウス導入支援／トマトブランド化による販売支援／
食農教育の実施／助け合い組織による地域活動など

高
知
県

J
A

営農アドバイザー制度による指導体制／出資法人を活用した就農支援／
農家経営支援／低コスト生産技術の確立など

広域ライスセンターの設立／反収５年５％運動の実践／環境制御装置など
新技術導入支援／移動購買車の導入など

出資法人による地域農業支援および畜産振興／次世代園芸ハウスの設置／
鳥獣害被害対策／柚子の輸出など

選果・選別・荷造り作業の軽減／新品目の育成・新品種の試験研究／
生産部会と連携した新規就農者確保の取り組みなど

JA馬路村 JA高知市
ユリ栽培に

炭酸ガス発生装置を導入加工販売による農業生産の拡大

JA高知県
タブレット端末導入による
生産現場での指導力強化

農業者の所得増大に向け
大規模直販所「とさのさと」オープン

JA土佐くろしお
常勤役員による担い手全戸訪問

県内生産者向けの
独自助成事業
（担い手サポート事業）

JA高知県 JAグループ高知
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